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平成３０年度国民健康保険料改定について

１ 現行税率の状況

野田市の過去 10 年間の国保税の税率改定状況については、平成19 年度以降３回の税率改

定が行われており、平成 23 年度以降の改定は行われていない状況である。

なお、資産割については、平成 18 年度に「資産割をできるだけ早期に廃止する」という国

保運営協議会の意見書が取りまとめられたことを受け、段階的に削減が行われており、前回の

国保運営協議会において、今回の見直しで資産割を廃止することが決定されたところである。

平成 29 年度の応能応益割合は全体で約 53対 47 となっている。

① 保険税率の推移

② 平成２９年度の税率による賦課割合（試算対象者による算定）

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割

19 8.20% 15.00% 21,500円 19,000円 － － 1.40% 11,500円

20 6.45% ↓ 15,500円 ↓ 1.75% 6,000円 ↓ ↓

21 6.66% 7.50% 18,600円 ↓ 1.80% 7,300円 ↓ ↓

22-29 7.16% 5.00% 26,200円 25,000円 1.84% 10,000円 1.50% 12,200円

※平成20年度は後期高齢者支援制度の創設により変更したもので、総額の率等の変更は行っていない。

年度
医療分 支援分 介護分

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割 － －

応能 応益 応能 応益 応能 応益

53.89% 46.11% 50.00% 50.00% 52.93% 47.07%52.93% 47.07%

医療分 支援分 介護分 合計

応能 応益
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２ 千葉県の確定係数に基づく算定結果

平成 30 年度からの国保広域化に伴い、千葉県に納付する納付金を賄うために必要な調定額

及び標準保険料率が示された。

県から示された標準保険料率で、野田市の現時点における被保険者情報によりシステム算定

した結果、約 167,855 千円の調定額が不足となる。

調定額の不足の理由としては、県が調定額を算出する際に使用している野田市の国保加入世

帯の所得は野田市全体の所得から算出している。一方、野田市が算出する調定額については、

野田市の国保に加入している各世帯ごとに算出を行うことから、調定額にずれが生じているも

のである。不足している調定額を賄うためには、県の標準保険料率を超える保険料率を設定す

るか、基金より繰入を行う必要がある。

応能 応能 応益 応能 応益 応能 応益

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割 － －

率・額 6.90% 14,700円 34,900円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 － －

賦課割合 55.48% 58.80% 41.20% 56.86% 43.14% 56.41% 43.59

千葉県
調定額

①

野田市
調定額

②

基盤安定 ③

不足額 ①-②-③

2,781,261,600円 1,032,848,100円 319,790,600円 4,133,900,300円

医療分 支援分 介護分 合計

応益

44.52%

3,196,863,478円 1,216,752,903円 394,932,040円 4,808,548,421円

355,280,685円 115,641,180円 35,871,430円 506,793,295円

60,321,193円 68,263,623円 39,270,010円 167 ,854 ,826円

県 市

国

保

加

入

者

納付金請求

（納付金算出の要素）

・前前年度の野田市の療養給付費

・前前年の野田市の所得

・野田市の保健事業費（見込）

・国からの補助金・交付金

※支援分及び介護分の納付金は、野田市の該当被

保険者数に応じて負担すべき金額を積算

保険料賦課

納付金を納付するために必要な

保険料を賦課

保険料納付

保険料の納付は過去3年間の平
均収納率で見込んでいるため、

収納率が上がれば国保の収支が

黒字になり、逆に収納率が下が

れば国保の収支が赤字となる。

納付金納付

納付金を賄うために必要な調定額（保険料率）を提示

・野田市の総所得金額及び保険給付額を基に算出

・3年間の野田市の平均収納率により算出

県から示される保険料率で算

出すると調定額が不足する。

野田市が調定額を算出する際

は個人の所得をもとに算出を

行うため、県の算出額とずれが

生じる。
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３ 財政調整基金の状況

平成 29 年度末の基金残高は約 20億円が見込まれる。基金残高の増加要因は療養給付費の減

少や収納率の上昇によるものが主な要因となっている。

４ 基金投入の基本的な考え方

県から示される納付金の額は、療養給付費の状況（２年後に清算）や収納率の状況（３年間

の平均値）等によって変動する。

このため、基金残高を単年度で全て使ってしまうと、療養給付費の大幅な増加や収納率の急

激な低下が発生した場合に、保険料の増額により対応しなければならないリスクもある。また

逆に、療養給付費の予想以上の減少や収納率の大幅な上昇により、剰余金が発生し、基金への

繰入額が増額する可能性もある。

このように、国保の収支はその時々の社会情勢により左右される可能性があるが、基金の増

額が見込まれる場合には、基金の投入により保険料の減額を行うことも毎年度検討する。また、

基金により健康増進のための保健事業の充実も検討していく。

【納付金算定の流れ】

Ｈ２７年度末 Ｈ２８年度末 Ｈ２９年度末見込

財政調整基金残高 910,132千円 968,308千円 2,068,405千円

国保広域化

年度

所得 28年分 所得 29年分 所得 30年分 所得 31年分

医療費 28年分 医療費 29年分 医療費 30年分 医療費 31年分

決算確定

平成29年度

納付金確定

平成32年度

33年度分

算定

30年度決算 31年度決算

平成30年度

31年度分

算定

平成31年度

32年度分

算定算定

30年度分
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５ 基金投入によるシミュレーションの考え方

野田市国保の所得割の対象となる 300万円未満の世帯が 88.65％を占めており、低所得世帯

の割合が高い。

【国保加入者の所得階層別世帯数】

野田市の国保の状況を考慮し、シミュレーションを行う前提条件は以下のとおりとする。

（基金投入の前提条件）

①低所得世帯の負担を軽減する。

②できるだけ多くの世帯の負担を軽減する。

③多人数世帯の負担を軽減する。

所得階層 世帯数 割合 割合累計

未申告または０円 7,280世帯 29.27%

１円～３３万円 1,860世帯 7.48%

～１００万円未満 4,094世帯 16.46%

～２００万円未満 5,745世帯 23.10%

～３００万円未満 3,069世帯 12.34%

～４００万円未満 1,279世帯 5.14%

～５００万円未満 580世帯 2.33%

～６００万円未満 285世帯 1.15%

～７００万円未満 188世帯 0.76%

～８００万円未満 114世帯 0.46%

～９００万円未満 88世帯 0.35%

～１，０００万円未満 50世帯 0.20%

１，０００万円以上 236世帯 0.95%

合計 24,868世帯 100.00% 100.00%

36.75%

51.90%

11.35%

(平成２９年１１月末現在）
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６ 基金投入によるシミュレーション（資料１）

基金投入の前提条件を踏まえて、国保加入者全体に基金投入の効果が出るように基金を医療

分に投入し、下表の４つのパターンで各３ケースの合計１２ケースのシミュレーションを行っ

た。

①ケース１～９は、標準保険料率をベースに以下のシミュレーションを行った。

・ケース１、４、７は応能のみ下げる（基金投入）。

・ケース２、５、８は応能、応益の比率を保ちつつ両方を下げる。

・ケース３、６、９は応益のみ下げる。

②ケース 10、11、12は平成 29年度の保険料より保険料を増額させないように応能、応益を

調整し、シミュレーションを行った。なお、平成 30年度税制改正により、医療分の課税上

限額（54万円→58万円）が増額する世帯は一部増額となる場合がある。

【基金投入パターンのシミュレーション】

＜シミュレーションの結果＞（資料２－１、２－２、２－３、２－４）

・ケース１～９においては、応能分と応益分両方へ基金を投入するケース（ケース２、５、

８）が最も増額する世帯が少なく、減額となる世帯が多い。応益分を下げるケース（ケ

ース３、６、９）では、ケース２、５、８と比較して低所得世帯（200 万円未満・300

万円未満）の保険料が増額となる。

・ケース 10～12 においては、ケース 11が最も基金投入額が少ない。

シミュレーションの結果に基づき、低所得者への負担軽減が見込まれる３つのケース

（ケース５、８、11）を抽出し、各ケースの保険料増減状況の比較を行った。

応能 応能 応益 応能 応益

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割 増額数 減額数

標準保険税率 1億6800万円 仮 6.90% 14,700円 34,900円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 10,889世帯 12,449世帯

2億6700万円 1 6.46% 14,700円 34,900円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 8,267世帯 15,097世帯

2億8600万円 2 6.68% 13,800円 33,500円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 5,777世帯 18,915世帯

3億200万円 3 6.90% 13,000円 32,000円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 5,781世帯 18,945世帯

3億6800万円 4 6.02% 14,700円 34,900円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 4,963世帯 18,366世帯

4億200万円 5 6.46% 13,100円 31,800円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 3,045世帯 21,720世帯

4億3400万円 6 6.90% 11,700円 28,500円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 3,800世帯 20,972世帯

4億6700万円 7 5.59% 14,700円 34,900円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 3,986世帯 19,378世帯

5億1500万円 8 6.19% 12,600円 30,400円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 1,839世帯 22,939世帯

5億7000万円 9 6.90% 10,300円 25,000円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 2,582世帯 22,199世帯

5億7400万円 10 5.29% 14,300円 34,000円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 286世帯 24,012世帯

5億3700万円 11 5.50% 14,000円 34,000円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 328世帯 24,449世帯

5億3900万円 12 5.51% 13,900円 34,000円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 329世帯 24,466世帯

現行税額との比較
基金投入
パターン

基金投入額 ケース

医療分 支援分 介護分

応益

１億円
＋
調定不足額

2億円
＋
調定不足額

3億円
＋
調定不足額

保険料増額さ
せない投入額
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７ 増減状況比較の結果（資料３）

① 保険料増減世帯数の比較

② １人当たりの保険料等の比較

＜シミュレーションの結果＞

・ケース 5及びケース 8では、低所得世帯（100万円未満・200万円未満）において保険料

が増額する世帯がある。

・ケース 11 では、700万円未満の世帯において増額する世帯はない。

・１人当たりの保険料はケース 11 が最も低い。

・保険基盤安定繰入金は、ケース 11 が最も多くなっている。

以上の結果から低所得者への負担軽減及び基金繰入の状況等から最も効果的と考えられ

るケース 11の保険料率を採用したい。

増額 減額 増額 減額 増額 減額

0円または未申告 0 7,240 0 7,240 0 7,228

1円～33万円 0 1,855 0 1,855 0 1,851

～100万円 249 3,822 3 4,080 0 4,078

～200万円 825 4,909 558 5,163 0 5,738

～300万円 650 2,402 383 2,681 0 3,065

～400万円 428 848 237 1,040 0 1,278

～500万円 207 372 115 465 0 580

～600万円 134 149 69 214 0 283

～700万円 88 99 47 140 0 188

～800万円 91 23 56 58 4 110

～900万円 87 1 85 3 38 50

～1000万円 50 0 50 0 50 0

1000万円以上 236 0 236 0 236 0

合計 3,045 21,720 1,839 22,939 328 24,449

所得階層
ケース5 ケース8 ケース11

応能 応益 応能 応益

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行 7.16% 5.00% 26,200円 25,000円 1.84% 10,000円 1.50% 12,200円 103,555円 -

仮 6.90% - 14,700円 34,900円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 99,663円 506,793千円

5 6.46% - 13,100円 31,800円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 94,862円 472,351千円

8 6.19% - 12,600円 30,400円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 92,449円 458,978千円

11 5.50% - 14,000円 34,000円 2.75% 11,800円 2.24% 13,300円 91,082円 494,486千円

※保険基盤安定繰入金：低所得者が軽減を受けている額を公費で補填する制度（負担割合：県3/4、市1/4）

保険基盤安
定繰入金

１人当たり
の保険料

ケース

医療分 支援分 介護分

応益応能
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８ ケース 11 のモデルケース（資料４－１、４－２）

ケース 11の保険料率により、高額な固定資産税が賦課されていた世帯は大幅な減額となる。

高額所得者で上限額が上がる世帯以外はほとんどの世帯で減額となる。

医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差額
現行 540,000円 120,300円 58,800円 719,100円 -
ケース11 298,300円 160,900円 78,000円 537,200円 -181,900円

②最も下がるケース（固定資産税なし）
医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差額

現行 356,500円 101,500円 12,200円 470,200円 -
ケース11 258,000円 136,000円 13,300円 407,300円 -62,900円

③最も上がるケース

医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差額

現行 540,000円 190,000円 114,400円 844,400円 -

ケース11 580,000円 190,000円 160,000円 930,000円 85,600円

④平均的なケース（単身世帯）
医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差額

現行 44,400円 9,300円 円 53,700円 -
ケース11 36,800円 12,300円 円 49,100円 -4,600円

⑤平均的なケース（２人世帯）
医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差額

現行 88,400円 22,400円 円 110,800円 -
ケース11 68,200円 30,400円 円 98,600円 -12,200円

⑥平均的なケース（３人世帯）
医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差額

現行 237,800円 64,100円 47,000円 348,900円 -
ケース11 178,000円 86,400円 60,400円 324,800円 -24,100円

（モデルケース世帯構成等）
国保加入者　5人、介護保険加入者　1人
平成28年中の合計所得：3,791,643円　固定資産税：0円

（モデルケース世帯構成等）
国保加入者　7人、介護保険加入者　2人
平成28年中の合計所得：11,137,328円　固定資産税：608,880円

（モデルケース世帯構成等）
国保加入者　1人、介護保険加入者　0人
平成28年中の合計所得：563,875円　固定資産税：42,400円

（モデルケース世帯構成等）
国保加入者　２人、介護保険加入者　０人
平成28年中の合計所得：1,006,390円　固定資産税：27,300円

①最も下がるケース（固定資産税あり）

（モデルケース世帯構成等）
国保加入者　3人、介護保険加入者　2人
平成28年中の合計所得：2,514,567円　固定資産税：28,800円

（モデルケース世帯構成等）
国保加入者　6人、介護保険加入者　2人
平成28年中の合計所得：4,298,567円　固定資産税：5,514,600円
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９ 1 人当たりの保険料の近隣市との比較

１人当たりの保険料を近隣市と比較した場合、現行の２位から７位になる。

【近隣市との比較】

10 保健事業の検討

基金による保健事業充実の検討を行う。各事業の詳細については、次回の審議会で協議する。

（検討している事業）

① はり、きゅう、あん摩等施設利用券について

② 特定健康検査及び人間ドック費用の一部助成の対象者拡大

③ 特定健康検査の費用負担の廃止

④ 健康マイレージ事業の実施

現行 ケース11

浦安市 106,076円 1 1

野田市（現行） 103,555円 2 -

流山市 101,645円 3 2

柏市 100,093円 4 3

松戸市 94,177円 5 4

市川市 93,774円 6 5

鎌ヶ谷市 92,103円 7 6

野田市（ケース11） 91,082円 - 7

我孫子市 90,824円 8 8

船橋市 89,586円 9 9

※１人当たりの保険料は平成29年度予算ベース

順位
1人当たりの保険料



《資料1》

基金投入によるシミュレーション

医療分 支援分 介護分

現行税額との比較

基金投入パターン 基金投入額 ケース 応能 応益 応能 応益 応能 応益 総調定額
調定増率
（今年度と

の比較）
応能 応益

保険基盤安定

　繰入金

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割 増額数 減額数

H29年度 現行 一 7．16％ 5．00％ 26，200円 25，000円 t84％ 10，000円 t50％ 12，200円 4，081，156，600円 一 52．93％ 47．07％ 一 一 一

標準保険料率 1億6800万円 仮 6．90％ 一 14，700円 34，900円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 4」33，900，300円 t29％ 56．41％ 43．59％ 10，889世帯 12，449世帯 506，793，295円

2億6700万円 1 6．46％ 一 14，700円 34，900円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 4，034，924500円 司」3％ 55．43％ 44．57％ 826ブ世帯 15，097世帯 506，793295円

　1億円
　　十
調定不足額

2億8600万円 2 6．68％ 一 董3，800円 33，500円 2．75％ 1t800円 2．24％ 13，300円 4，033，966，400円 一 1ヨ6％ 56．78％ 43．22％ 5，777世帯 18，915世帯 489，500，230円

3億0200万円 3 6．90％ 一 13，000円 32，000円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 4，034，689，900円 一 t14％ 58．11％ 4t89％ 5，781世帯 18，945世帯 472．58W910円

3億6800万円 4 6．02％ 一 14，700円 34，900円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，934，625，500円 一3．59％ 54．40％ 45．60％ 4，963世帯 18β66世帯 506，793，295円

　2億円
　　十
調定不足額

4億0200万円 5 6．46％ 一 13」00円 31，800円 2．75％ 11β00円 2．24％ 13，300円 3，934，767，000円 一3．59％ 57」6％ 42．84％ 3，045世帯 21，720世帯 472，351，495円

4億3400万円 6 6．90％
一 11，700円 28，500円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，936，378，400円 一3．55％ 59．89％ 40．：11％

　i
3，800世帯 20，972世帯 438，659，395円

4億6700万円 5．59％ 一 14，700円 34，900円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，835，014，400円 一6．03％ 53．34％ 46．66％

　1

3，986世帯 19，378世帯 506，793，295円

　3億円
　　十
調定不足額

5億1500万円 8 6．19％ 一 12，600円 30，400円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，834，688，700円 一6．04％ 57．44％
　1
42．56％　‘

，

　1β39世帯 22，939世帯 458，978，470円

5億7000万円 9 6．90％
一

＿ 10，300円 25，000円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，835，453，800円 一6．02％ 61．84％
　1
38，116％ 2，582世帯 22」99世帯 403，756，765円

5億7400万円 10 5．29％ 一 14，300円 34，000円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，7372董OJOO円 一8．43％ 53．12％
46．88％　1 286世帯 24，012世帯 497，426，290円

保険料増額させない投入額
（上限額増額対象者除く）

5億3700万円 11 5．50％ 一 14，000円 34000円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，777，996200円 一7．43％ 53．72％ 46．28％ 328世帯 24，449世帯 494，486，260円

5億3900万円 12 5．51％ 一 13，900円 34，000円 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円 3，776，908，400円 一 7．45％ 53．79％
　｝46．21％　‘ 329世帯 24，466世帯 493，506，250円

【ケース説明】　標準保険料率【仮ケース】から応能のみ下げる（1、4、7）　応能、応益の比率を保ちつつ両方下げる（2、5、8）

　　　　　　　H29年度保険料率より個別保険料率を算定し保険料を増額させない保険料率等に調整（10、11、12）

　　　　　　　※均等割と平等割は調定比において約58：42に設定した。

応益のみ下げる（3、6、9）

＃



ケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2－1》
【ケース1】基金1億投入し医療応能分で調整《医療応能54：応益46（所得割6．4696、均等割14，700円、平等割34，900円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一1．13％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額

増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一4，01％ 1，851 3，007 1，173 6ρ31 一12．09％ 0 947 0 947 司4．28％ 0 200 0 200 一 16．36％ 0 67 0 67 一18．61％ 0 35 0 35 1β51 4，256 t173 Z280

1円～33万円 一
6．17％ 299 741 255 f，295 一 14．64％ 0 405 0 405 一14，67％ 0 112 0 f12 一15．69％ 0 33 0 33 一20．27％ 0 15 0 15 299 1β06 255 t860

～ 100万未満 二〇，50％ 1β10 896 34 2，240 一7．60％ 12 1，461 2 1，475 一9．88％ 0 274 0 274 引．45％ 0 64 0 64
一
13．80％ 0 41 0 41 1，322 2，736 36 4ρ94

～ 200万未満 2．40％ 1，887 405 18 2，310 一4．48％ 223 2，507 5 2，735 一6．07％ 3 444 0 447 一7．32％ 1 173 0 174 一8．42％ 1 78 0 79 2，115 3，607 23 5，745

～ 300万未満 3．58％ 792 92 6 890 一 1．98％ 270 t242 0 1，512 一3．51％ 58 340 0 398 一4．56％ 1 171 0 172 一6．36％ 0 97 0 97 1，121 t942 6 3ρ69

～400万未満 4．27％ 278 22 1 301
一
〇．43％ 169 432 0 601

一
1．29％ 86 135 0 221 一2．74％ 16 80 0 96 一5．35％ q 60 0 60 549 729 1 1，279

～500万未満 4．67％ 109 6 0 115 0．30％ 75 160 4 239 一〇．42％ 54 72 0 126
一
1．34％ 27 36 0 63

一
3．97％ 1 36 0 37 266 310 4 580

～ 600万未満 3．16％ 47 6 2 55 0．93％ 54 60 2 116 0．98％ 33 26 1 60 0．95％ 23 8 0 31
一2．57％ 5 18 0 23 162 118 5 285

～ 700万未満 4．05％ 25 7 0 32 0．90％ 34 35 1 70 0．91％ 28 21 0 49 0．18％ 13 9 0 22 0．49％ 7 8 0 15 107 80 1 188

～800万未満 5．46％ 11 1 0 12 3．17％ 44 6 0 50 4．32％ 22 3 0 25 4．44％ 18 2 0 20 4．66％ 7 0 0 7 102 12 0 114

～900万未満 9．42％ 14 0 0 14 8．04％ 28 0 0 28 7．73％ 15 0 0 15 7．51％ 22 0 0 22 6．79％ 8 1 0 9 87 1 0 88

～ 1，000万未満 6．95％ 13 0 0 13 6．95％ 19 0 0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 8 0 0 8 7．61％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．29％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34 0 0 34 236 0 0 236

4，034，924，500 1．46％ 6，671 5，183 1，489 13，343 一2．35％ 1，026 7，255 14 8，295 一2．16％ 351 1，627 1 1，979 一2．08％ 151 643 0 794
一3．19％ 68 389 0 457 8，267 15，097 1，504 24，868

【ケース2】基金1億投入し医療応能・応益両方で調整《医療応能56：応益44（所得割6．6896、均等割13，800円、平等割33，500円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．　75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一1．16％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 減額 増減無 総計

未申告または0円 一
7．36％ 0 5，991 40 6，031 一 14．89％ 0 947 0 947

一17．15％ 0 200 0 200 一19．10％ 0 67 0 67 一21．36％ 35 0 35 0 7，240 40 7，280

1円～33万円 一
9．51％ 0 1，290 5 1，295 一17．38％ 0 405 0 405 一 17．50％ 0 臼2 0 112 一18．34％ 0 33 0 33 一22．86％ 0 15 0 15 0 1，855 5 1，860

～ 100万未満 一
1．70％ 693 1，474 73 2，240 一8．72％ 5 t469 1 1，475 一 11．33％ 0 274 0 274 一13，12％ 0 64 0 64

一
15．43％ 0 41 0 ，41 698 3，322 74 4094

～ 200万未満 2．51％ 1，848 440 22 2，310 一4．79％ 194 2，535 ’　　6 2，735 一6．49％ 3 444 0 447 一 7．83％ 1 173 0 174
一
9．00％ 1‘ 78 0 79 2，047 3，670 28 5，745

～300万未満 4．44％ 840 43 7 890 一 1．59％ 281 1，227 4 1，512 一3．48％ 61 335 2 398 一4．63％ 1 171 0 172 一6．56％ 0 97 0 97 1」83 1，873 13 3，069

～ 400万未満 5．49％ 284 16 1 301 0．41％ 231 362 8 601
一
〇．79％ 90 131 0 221

一2．45％ 19 77 0 96 一5．31％
ol
60 0 60 624 646 9 1，279

～ 500万未満 6．10％ 110 5 0 115 1．43％ 176 61 2 239 0．38％ 58 67 1 126 一〇．74％ 30 31 2 63 一3．62％ 5 32 0 37 379 196 5 580

～ 600万未満 4．78％ 51 2 2 55 2．23％ 95 21 0 116 2．01％ 39 21 0 60 1．77％ 26 5 0 31
一2．00％ 10 13 0 23 221 62 2 285

～ 700万未満 5．72％ 28 4 0 32 2．35％ 56 14 0 70 2．10％ 33 16 0 49 1．18％ 14 8 一

　〇 22 1．29％ 7 8 0 15 138 50 0 188

～ 800万未満 7．24％ 12 0 0 12 4．78％ 50 0 0 50 5．73％ 25 0 0 25 5．60％ 20 0 0 20 5．29％ 7‘ 0 0 7 114 0 0 1｛4

～ 900万未満 10．15％ 14 0 0 14 8．89％ 28 0 0 28 8．61％ 15 0 0 15 7．88％ 22 0 0 22 7．11％ 8 1 0 9 87 1 0 88

～ 1，000万未満 6．95％ 13 0 0 13 6．97％ 19 0 0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 8 0 0 8 7．61％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．30％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34 0 0 34 236 0 0 236

4，033，966，400 1．13％ 3，928 9，265 150 13，343 一2．21％ 1，233 7，041 21 8，295 一2．02％ 376 1，600 3 1，979 一 1．97％ 163 629 2 794
一3．26％ 77 380 0 457 5，777 18，915 176 24，868

【ケース3】基金1億投入し医療応益分で調整《医療応能58：応益42（所得割6．　90％、均等割13，000円、平等割32，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．　24％、均等割13，　300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一1．14％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額

　●
増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一10．47％ 0 5，991 40 6ρ31 一17．62％ 0 947 0 947 司9．70％ 0 200 0 200 一21．67％ 0 67 0 67 一23．89％ 0 35 0 35 0 7，240 40 ㎡　7，280

1円～33万円 一 12．55％ 0 1，290 5 1295 一20．05％ 0 405 0 405 一19．98％ 0 112 0 112
一
20．82％ 0 33 0 33 一25．21％ 0 15 0 15 0 1，855 5 1，860

～ 100万未満 一2．89％ 397 1，801 42 2，240 一9．79％ 2 t473 0 1，475 一12．68％ 0 274 0 274 一 14．67％ 0 64 0 64 一16，92％ 0 41 0 41 399 3，653 42 4094

～ 200万未満 2．63％ 1，827 451 32 2，310 一5．06％ 168 2，565 2 2，735 一6．83％ 3 444 0 447 一8．24％ 1 173 0 174 一9．47％ 1 78 0 79 2，000 3，711 34 5，745

～300万未満 5．30％ 855 31 4 890 一 1．17％ 316 1」92 4 t512 一3．39％ 71 326 1 398 一4．63％ 1 171 0 172 一6．66％ 0 96 1 97 輻243 1，816 10 3，069

～ 400万未満 6．71％ 288 12 1 301 1．27％ 405 191 5 601
一
〇．25％ 92 129 0 221

一2．臼％ 27 69 0 96 一5．18％ ．　2 58 0 60 814 459 6 f，279

～500万未満 7．52％ 112 3 0 115 2．58％ 207 32 0 239 1．22％ 73 51 2 126 一〇．10％ 34 29 0 63 一3．20％ 9 28 0 37 435 143 2 580

～ 600万未満 6．40％ 52 1 2 一 55 3．55％ 102 13 で

1佃 3．08％ 49 11 0 60 2．63％ 28 3 0 31
一
1．37％ 11 12 0 23 242 40 3 285

～ 700万未満 7．39％ 29 3 0 32 3．82％ 60 10 0 70 3．32％ 44 5 0 49 2．21％ 17 5 0 22 2．16％ 10 5 0 15 160 28 0 188

～ 800万未満 9．03％ 12 0 0 12 6．39％ 50 0 0 50 7．17％ 25 0 0 25 6．79％ 20 0 0 20 5．95％ 7 0 0 7 114 0 0 114

～ 900万未満 10．29％ 14 0 0 14 9．37％ 28 0 0 28 9．26％ 15 0 0 15 8．19％ 22 0 0 22 7．45％ 9 0 0 9 88 0 0 88

～ 1，000万未満 6．95％ 13 0 0 13 6．98％ 19 0 0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 8 0 0 8 7．61％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．30％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34　． 0 0 34 236 0 0 236

4，034，689，900 0．83％ 3，634 9，583 126 13，343 一2．04％ 1，455 6，828 12 8，295 一 1．82％ 424 1，552 3 1，979 一 1．81％ 180 614 0 794
一
3．25％ 88 368・一 1 457 5，781 18，945 142 24，868

ko



ケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2－2》
【ケース4】基金2億投入し医療応能分で調整《医療応能52：応益47（所得割6．0296、均等割14，700円、平等割34，900円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一3．59％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一4．01％ 1，851 3，007 1」73 6，031 一 12．09％ 0 947 0 947 一14．28％ 0 200 0 200 一 16．36％ 0 67 0 67 司8．61％ 0 35 0 35 t851 4，256 1日73 7，280

1円～33万円 一
6．17％ 299 741 255 1，295 一14．64％ 0 405 0 405 一14．67％ 0 112 0 臼2 一 15．69％ 0 33 0 33 一20．27％ 0 15 0 15 299 1β06 255 1，860

～ 100万未満 一2．29％ 529 1，631 80 2，240 一9、23％ 0 1，475 0 1，475 一11．08％ 0 274 0 L274
一 12、35％ 0 64 0 64 一14．74％ 0 41 0 41 529 3鴻85 80 4094

～ 200万未満 一
〇．44％ 793 1，505 12 2，310 一6．86％ 20 2，7｛1 4 2，735 一8．21％ 1 446 0 447 一9．32％ 0 174 0 174 一10．30％ 0 79 0 79 814 4915 16 5，745

～ 300万未満 0．18％ 375 511 4 890 一4．96％ f35 1，372 5 1，512 一6．02％ 0 0 398 一6．93％ 1 171 0 172
一
8．60％ 0 97 0 97 511 2，549 9 3ρ69

～400万未満 0．62％ 156 144 1 301
一3．77％ 121 479 1 601

一
4．22％ 4 217 0 221

一5．42％ 0 96 0 96 一7．81％ 0 60 0 60 281 996 2 1，279

～500万未満 0．87％ 64 51 0 臼5 一3．30％ 52 187 0 239 一3．62％ 15 109 2 126
一4．30％ 0 63 0 63 一6．69％ 0 37 0 37 131 447 2 580

～600万未満 一
〇．88％ 17 36 2 55 一2．77％ 31 85 0 f16

一
2．41％ 22 38 0 60 一2．15％ 1 30 0 31

一
5．47％ 0 23 0 23 71 212 2 285

～ 700万未満 0．07％ 17 15 0 32 一2．97％ 18 52 0 70 一2．63％ 9 40 0 49 一3．15％ 3 19 0 22 一2．79％ 4 11 0 15 51 137 0 188

～ 800万未満 1．28％ 7 5 0 12
一
〇．91％ 20 30 0 50 0．42％ 14 11 0 25 0．72％ 10 10 0 20 0．95％ 4 3 0 7 55 59 0 114

～900万未満 5．82％ 14 0 0 14 4．61％ 26 2 0 28 3．77％ 15 0 0 15 5．47％ 22 0 0 22 5．17％ 7 2 0 9 84 4 0 88

～1，000万未満 6．86％ 13 0 0 13 6．84％ 19 0 0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 8 0 0 8 7．61％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．27％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，934，625，500 一
〇．91％ 4，170 7，646 1，527 13，343 一4．96％ 540 7，745 10 8，295 一4．62％ 132 1，845 ，　2 1，979 一4．36％ 67 727 0 794

一
5．14％ 54 403 0 457 4，963 18，366 1，539 24，868

【ケース5】基金2億投入し医療応能・応益両方で調整《医療応能57：応益43（所得割6．46％、均等割13，100円、平等割31，800円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

、

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一3．59％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一10．69％ 0 5，991 40 6，031 一17．62％ 0 947 　　0 947 一 19．68％ 0 200 0 200 一21、62％ 0 67 0 67 一23．77％ 0 35 0 35 0 7，240 40 7，280

1円～33万円 一12．82％ 0 1，290 5 1，295 一20、05％ 0 405 0 405
〆

－
19．97％ 0 112 0 112

一20．78％ 0 33 0 33 一25．15％ 0 15 0 15 0 1，855 5 1，860

～ 100万未満 一4．76％ 249 1，968 　23 2，240 引．42％ 0 1，475 0 1，475 一13．84％ 0 274 0 274 司5．48％ 0 64 0 64 一 17．76％一 0 41 0 4f 249 3，822 23 4094

～ 200万未満 一
〇．27％ 797 1，503 ・10 2，310 一7．44％ 26 2，708 1 2，735 一8．94％ 1 446 0 447 一 10．18％ 0・ 174 0 174 一｛1．27％’ 1 78 0 79 825 4，909 11 5，745

～ 300万未満 1．86％ 459 418 13 890 一4．16％ 189 1，319 4 輻512 一5．88％ 1 397 0 398 一6．95％ 1 171 0 172 一8．82％ 0 97 0 97 650 2，402 17 3ρ69

～ 400万未満 3．04％ 236 63 2 301
一
2．08％ 150 450 1 601

一
3．15％ 42 179 0 221

一4．75％ 0 96 0 96 一7．57％ 0 60 0 60 428 848 3 1，279

～ 500万未満 3．71％ 96 19 0 115
一
1．02％ 62 176 で 239 一 1．96％ 42 84 0 126

一3．03％ 7 56 0 63 一5．87％ 0 37 0 37 207 372 1 580

～ 600万未満 2．35％ 44 9 2 55 一〇．15％ 43 73 0 116
一
〇．29％ 30 30 0 60 一〇．44％ 17 14 0 31

一4．22％
d 23 0 23 134 149 2 285

～ 700万未満 3．39％ 23 8 1 32 一〇．04％ 22 48 0 70 一〇．20％ 25 24 0 49
一
1．09％ 12‘ 10 0 22 一 1．07％ 6 9 0 15 88 99 1 188

～ 800万未満 4．85％ 月 1 0 12 2．31％ 38 12 0 50 3．28％ 21 4 0 25 3．23％ 17 3 0 20 3．06％ 4 3 0 7 91 23 0 114

～ 900万未満 9．15％ 14 0 0 14 7．51％ 28 0 0 28 6．96％ 15 0 0 15 7．04％ 22 0 0 22 6．33％ 8 1 0 9 87 1 0 88

～ 1，000万未満 6．95％ 13 0 0 13 6．95％ 19 0 0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 1

　　8 0 0 8 7．61％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．」03％ 35 0 0 35 5．28％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，934，767，000 一 1．60％ 1，977 11，270 96 13，343 一4．64％ 675 7，613 7 8，295 一4．22％ 229 1，750 0 1，979 一4．00％ 106 688 0 794
一
5、10％ 58 399 0 457 3，045 21，720 103 24，868

【ケース6】基金2億投入し医療応益分で調整《医療応能61：応益39（所得割6．9096、均等割11，700円、平等割28，500円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．75％、均等割11，800円（介護）所得割2．　24％、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一3．55％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一
17．38％ 0 5991 1　40 6，031 一23，23％ 0 947 0 947 一24．83％ 0 200 0 200 一26．53％ 0 67 0 67 一28．50％ 0 35 0 35 0 7，240 40 7，280

1円～33万円 一19．49％ 0 1，290 5 t295 一25．62％ 0 405 0 405
一25．02％ 0 で12 0 112

一25．55％ 0 33 0 33 一29．55％ 0 15 0 15 0 1β55 5 1，860

～ 100万未満 一7．22％ 65 2」55 20 2，240 一13．50％ 0 t475 0 t475 一 16．38％ 0 274 0 274
一18．36％ 0 64 0 64 一20，46％ 0 41 0 41 65 4009 20 4094

～ 200万未満 一
〇．08％ 928 1，364 18 2，310 一7．93％ 34 2，700 1 2，735 一9．52％ 1 446 0 447 一10．86％ 1 173 0 174 一12．02％ 1 78 0 79 965 4761 19 5，745

～300万未満 3．54％ 788 96 6 890 一3．28％ 230 1，281 1 1，512 一5．62％ 14 384 0 398 一6．82％ 1 171 0 172 一8．86％ 0 97 0 97 tO33 2，029 7 3，069

～400万未満 5．46％ 284 16 1 301
一
〇．33％ 182 419 0 601

一
1．99％ 72 149 0 221

一3．95％ 5 91 0 96 一7．16％ 0 60 0 60 543 735 1 1，279

～ 500万未満 6．54％ 112 3 0 115 1．31％ 163 75 1 239 一〇．22％ 52 74 0 126 一1．64％ 24 39 0 63 一4．91％ 0 37 0 37 351 228 1 580

～ 600万未満 5．58％ 51 2 2 55 2．50％ 95 2｛ 0 116 1．89％ 39 21 0 60 1．35％ 23 7 1 31
一
2．84％ 6 17 0 23 214 68 3 285

～ 700万未満 6．72％ 29 3 0 32 2．91％ 59 11 0 70 2．28％ 33 16 0 49 1．05％ 14 8 0 22 0．77％ 7 8 0 15 142 ．46 0 188

～800万未満 8．41％ 12 0 0 12 5．56％ 50 0 0 50 6．20％ 25 0 0 25 5．73％ 20 0 0 20 4．87％ 7 0 0 7 114 0 0 114

～ 900万未満 10．27％ 14 0 0 14 9．18％ 28 0 0 28 8．92％ 15 0 0 15 7．95％ 22 0 0 22 7．04％ 8 1 0 9 87 で 0 88

～ 1，000万未満 6．95％ 13 0 0 13 6．97％ 19 0 0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 8 0 0 8 7．61％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．30％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，936，378，400 一2．30％ 2，331 10，920 92 13，343 一4．26％ 958 7，334 3 8，295 一3．74％ 303 1，676 0 1，979 一3．55％ 140 653 1 794
一4．94％ 68 389 0 457 3，800 20，972 96 24，868

璽rl



ケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2－3》
【ケース7】基金3億投入し医療応能分で調整《医療応能51：応益49（所得割5．5996、均等割14，700円、平等割34，900円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．　75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一6．03％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一
4．01％ 1，851 3，007 1」73 6，031 一 12．09％ 0 947 0 947 一 14．28％ 0 200 0 200 一 16．36％ 0 67 0 67 一18．61％ 0 35 0 35 1，851 4，256 1，173 7280

1円～33万円 一6．17％ 299 741 255 t295 一14．64％ 0 405 0 405 一14．67％ 0 112 0 112
一15．69％ 0 33 0 33 一20．27％ 0 15 0 15 299 1，306 255 1β60

～ 100万未満 一
4．04％ 416 1，773 51 2，240 一 10．82％ 0 1，475 0 ㌧475 一12．25％ 0 274 0 274

一
13．22％， 0 64 0 64

一15．67％ 0 41 0 41 416 3，627 51 4094

～ 200万未満 一3．21％ 607 1，691 12 2β10 一9．20％ 0 2，735 0 2，735 一 10．30％ 0 447 0 447 司1．27％ 0 174 0 174 一 12，13％ 0 79 0 79 607 5，126 12 5，745

～ 300万未満 一
3．14％ 279 605 6 890 一7．88％ 0 1，512 0 t512 一8．49％ 0 398 0 398 一9．25％ 0 172 0 172

一
10．78％ 0 97 0 97 279 2，784 6 31069

～400万未満 一2．94％ 112 187 2 301
一7．04％ 0 601 0 601

一
7．08％ 0 221 0 221

一
8．04％ 0 96 0 96

一
10．22％ 0 60 0 60 112 1，165 2 1279

～500万未満 一2．84％ 49 65 1 115
一
6．81％ 0 239 0 239

一
6．74％ 0 126 0 126 一7．19％ 0 63 0 63 一9．35％ 0 37 0 37 49 530 1 580

～ 600万未満 一4．82％ 12 40 3 55 一6．38％ 0 116 0 116 一5．72％ 0 60 0 60 一5．18％ 0 31 0 31
一
8．30％ 0 23 0 23 12 270 3 285

～ 700万未満 一
3．82％ 9 22 1 32 一6．75％ 0 70 0 70 一6．09％ 0 49 0 49

一6．40％ 0 22 0 22 一5．99％ 0 15 0 15 9 178 1 188

～800万未満 一2．79％ 3 9 0 12
一
4．90％ 1 49 0 50 一3．39％ 2 23 0 25

一2．92％ 3 17 0 20 一2．71％ 2 5 0 7 11 103 0 114

～ 900万未満 1．09％ 11 3 0 14 0．09％ 14 で4 0 28
一
〇．60％ 4 11 0 15 1．72％ 20 2 0 22 2．29％ 6 3 0 9 55 33 0 88

～1，000万未満 4．80％ f3 0 0 13 4．09％ 19 0 0 19 6．37％ 5 0 0 5 5．52％ 8 0 0 8 7．33％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．25％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．06％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，835，014，400 一
3、25％ 3，696 8，143 1，504 13，343 一7、55％ 132 8，163 0 8，295 一7．04％ 58 1，921 0 1，979 一6．73％ 53 741 0 794

一
7．10％ 47 410 0 457 3，986 19，378 1，504 24，868

【ケース8】基金3億投入し医療応能・応益両方で調整《医療応能57：応益43（所得割6．1996、均等割12，600円、平等割30，400円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，SeO円（介護）所得割2．24％、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一6．04％ 調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一
13．27％ 0 5，99f 40 6，031 一19、91％ 0 947 0 947

一21．68％ 0 200 0 200 一23．46％ 0 67 0 67 一25．55％ 0 35 0 35 0 7，240 40 7，280

1円～33万円 一15，35％ 0 L290 5 で，295
一22．35％ 0 405 0 405 一21．93％ 0 112 0 1f2 一22．57％ 0 33 0 33 一26．79％ 0 15 0 15 0 1，855 5 1，860

～100万未満 一7．57％ 3 2，226 11 2，240 一13．88％ 0 輻475 0 1，475 一 16．01％ 0’ 274 0 274 一17．48％ 0 64 0 64 一19．72％ 0 4で 0 41 3 4080 11 4094

～200万未満 一3．08％ 557 L729 24 2）3｛0 一 10．04％ 0 2，735 0 2，735 一11．30％ 1 446 0 447 一12．42％ 0 174 0 174 一 13．41％ 0 79 0 79 558 5」63 24 5，745

～ 300万未満 一
〇．92％ 368 518 4 890 一6．82％ 14 1，497 1 1，512 一8．30％ 0 398 0 398 一9．26％ 1 ｛71 0 172 一 11．06％ 0 97 0 97 383 2，681 5 3，069

～ 400万未満 0．31％ 155 145 1 301
一4．76％ 81 519 1 601

一5．63％ 1 220 0 221
一7．12％ 0 96 0 96 一9．86％ 0 60 0 60 237 1ρ40 2 毛279

～ 500万未満 0．99％ 64 51 0 115
一3．73％ 51 188 0 239 一4．48％ 0’126 0 126

一
5，45％ 0 63 0 63 一8．21％

o 37 0 37 115 465 0 580

～ 600万未満 一
〇．45％ 17 36 2 55 一2，83％ 31 85 0 116

一
2．84％ 20 40 0 60 一2．85％ 1 30 0 31

一
6．57％ 0 23 0 23 69 214 2 285

～700万未満 0．68％ 17 15 0 32 一2．78％ 18 51 1 70 一2．78％ 9 40 0 49
一3．59％ 0 22 0 22 一3．62％ 3 12 0 15 47 140 1 188

～ 800万未満 2．04％ 8 4 0 12
一
〇．52％ 20 30 0 50 0．51％ 14 11 0 25 0．51％ 10 10 0 20 0．19％ 4 3 0 7 56 58 0 114

～900万未満 6．81％ 14 0 0 14 5．23％ 27 1 0 28 4．05％ 15 0 0 15 5．46％ 22 0 0 22 4．80％ 7 2 0 9 85 3 0 88

～ 1，000万未満 6．95％ 13 0 0 13 6．88％ 19 0　’　　0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 8 0 0 8 7．61％ 与 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．27％ ・98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，834，688，700 一
4．26％ 1，251 12，005 87 13，343 一7．12％ 359 7，933 3 8，295 一6．49％ 112 1，867 0 1，979 一6．10％ 64 730 0 794

一
6．97％ 53 404 0 457 1，839 22，939 90 24，868

【ケース9】基金3億投入し医療応益分で調整《医療応能64：応益36（所得割6．90％、均等割10，300円、平等割25，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯・ 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一6．02％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率 増額 減額

増減無 世帯計
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一24．33％ 0 5，991 40 6，031 一28．92％ 0 947 0 947 一30．04％ 0 200 0 200 一31．49％ 0 67 0 67 一33’37％ 0 35 0 35 0 7，240 40 7，280

1円～33万円 一26．45％ 0 1，290 5 1，295 一31．24％ 0 405 0 405 一30．12％ 0 112 0 112 一30．35％ 0 33 0 33 一34．14％ 0 15 0 15 0 1，855 5 1，860

～ 100万未満 一11．64％ 2 2，227 11 2，240 ヰ7．32％ 0 1，475 0 t475 一20．23％ 0 274 0 274 一22．24％ 0 64 0 64 一24．19％ 0 41 0 41 2 4081 11 4094

～ 200万未満 一
2．85％ 505 L791 14 2，310 一10．89％ 5 2，730 0 2，735 一 12．31％ 1 446 0 447 一13．59％ 0 174 0 174 一14．70％ 1 78 0 79 512 5，219 14 5，745

～300万未満 1．75％ 476 404 10 890 一5。46％ 104 も404 4 1，512 一 7．94％ 0 398 0 398 一9．11％ 1 171 0 172 一11．18％ 0 97 0 97 581 2474 14 3，069

～ 400万未満 4．19％ 275 25 1 301
一 1．98％ 150 451 0 601

一3．80％ 30 191 0 221
一5．87％ 0 96 0 96 一9．25％ 0 60 0 60 455 823 1 1，279

～ 500万未満 5．54％ 110 5 0 115
一
〇．01％ 73 166 0 239 一 1．72％ 44 82 0 126

一3．26％ 6 57 0 63 一6．70％ 0 37 0 37 233 347 0 580

～ 600万未満 4．75％ 51 2 2 55 1．42％ 85 31 0 116 0．65％ 32 28 0 60 0．02％ 18 13 0 31
一4．39％ 0 23 0 23 186 97 2 285

～700万未満 6．04％ 28 4 0 32 1．97％ 56 14 0 70 1．20％ 29 20 0 49
一
〇．17％ 13 9 0 22 一〇，70％ 6 9 0 15 132 56 0 188

～800万未満 7．78％ 12 0 0 12 4．71％ 49 1 0 50 5．19％ 24 1 0 25 463％ 18 2 0 20 3．72％ 5 2 0 7 108 6 0 114

～900万未満 10．23％ 14 0 0 14 8．95％ 28 0 0 28 8．44％ 15 0 0 15 7．67％ 22 0 0 22 6．61％ 8 1 0 9 87 で 0 88

～ 1，000万未満 6．95％ 13 0 0 13 6．97％ 19 0 0 19 7．99％ 5 0 0 5 6．58％ 8 0 0 8 7．61％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．29％ 98 0 0 98 5．76％ 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．08％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，835，453，800 一
5．48％ 1，521 11，739 83 13，343 一6．55％ 667 7，624 4 8，295 一5．74％ 227 1，752 0 1，979 一5．38％ 108 686 0 794

一
6．73％ 59 398 0 457 2，582 22，199 87 24，868

麗霧



ケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2－4》
【ケース10】保険料増額させない基金投入。医療の応能で調整《医療応能50：応益50（所得割5．2996、均等割14，300円、平等割34，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．24％、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一8．43％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一
5．86％ 0 5，545 486 6，031 一13．61％ 0 947 0 947

一15．79％ 0 200 0 200 一 17，78％ 0 67 0 67 一 19．96％ 0 35 0 35 0 6，794 486 7，280

1円～33万円 一8．02％ 0 1，254 41 1，295 一 16．f4％ 0 405 0 405
一
16．17％ 0 112 0 112 一17．06％ 0 33 0 33 一21．55％ 0 15 0 15 0 1，819 41 t860

～100万未満 一6．43％ 0 2，211 29 2，240 ヰ2．96％ 0 1，475 0 t475 一14．12％ 0 274 0 274 一14．90％ 0 64 0 64 一 17．36％ 0 41 0 41 0 4065 29 4，094

～ 200万未満 一5．89％ 0 21303 7 2β10 一11．63％ 0 2，735 0 2，735 一12．52％ 0 447 0 447 一 13．37％ 0 174 0 174 一14．15％ 0 79 0 79 0 5，738 7 5，745

～ 300万未満 一5，94％ 0 886 4 890 一10．51％ 0 1，512 0 1，512 一 10．84％ 0 398 0 398 一11．49％ 0 172 0 172 一12．95％ 0 97 0 97 0 3，065 4 3，069

～ 400万未満 一
5．77％ 0 300 1 301

一9．77％ 0 601 0 601
一
9．57％ 0 221 0 221

一 10．40％ 0 96 0 96 一12．48％ 0 60 0 60 0 t278 1 毛279

～ 500万未満 一5．70％ 0 115 0 115
一9．62％ 0 239 0　－　239 一9．32％ 0 126 0 126

一9．66％ 0 63 0 63 一11．70％ 0 37 0 37 0 580 0 580

～ 600万未満 一
7．79％ 0 53 2．　55 一9，20％ 0 116 0 116

一8．37％ 0 60 0 60
一
7．66％ 0 31 0 31

一
10．71％ 0 23 0 23 0 283 2 285

～ 700万未満 一
6．72％ 0 32 0 32 一9．65％ 0 70 0 70 一8．80％ 0 49 0 49

一9．01％ 0 22 0 22 一8．62％ 0 15 0 15 0 188 0 188

～ 800万未満 一
5．81％ 0 12 0 12

一
7．91％ 0 50 0 50 一6．32％ 0 25 0 25 一5．78％ 0 20 0 20 一5．69％ 0 7 0 7 0 114 0 114

～900万未満 一2．38％ 2 12 0 14
一3．32％ 3 25 0 28 一3．93％ 1 14 0 15

一
1．40％ 3 f9 0 22 一〇．77％ 5 4’ 0 9 14 74 0 88

～ 1，000万未満 1．19％ 11 2 0 13 0．56％ 10 9 0 19 3．43％ 4 1 0 5 2．37％ 6 2 0 8 4．95％ 5 0 0 5 36 14 0 50

1，000万以上 4．99％ 35 0 0 35 5．13％ 98 0 0 98 5．65％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．04％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，737，210，000 一5．75％ 、　48 12，725 570 13，343 司0．00％ 111 8，184 0 8，295 一9．30％ 52 1，927 0 1，979 一8．97％ 31 763 0 794
一
9．04％ 44 413 0 457 286 24，012 570 24，868

【ケース11】保険料増額させない基金投入。医療の応能・応益で調整《医療応能51：応益49（所得割5．5096、均等割14，000円、平等割34，　000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．　75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一7．43％ 調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一
6．19％ 0 5，979 52 6，031 一1401％ 0 947 0 947

一16．31％ 0 200 0 200 一18．38％ 0 67 0 67 一20．64％ 0 35 0 35 0 7，228 52 7，280

1円～33万円 一8．27％ 0 t286 9 毛295 一16．50％ 0 405 0 405 司6．65％ 0 112 0 れ2 一17．64％ 0 33 0 33 一22．η％ 0 15 0 15 0 1β51 9 t860

～ 100万未満 一
5．86％ 0 2，224 16 2，240 一 12，55％ 0 1，475 0 1，475 一 13．99％ 0 274 0 274

一 14．98％ 0 64 0 64 一η．44％ 0 41 0 41 0 4，078 16 4094

～ 200万未満 一4．70％ 0 2，303 7 2，310 一10．77％ 0 2，735 0 2，735 一11．83％ 0 447 0 447 一12．78％ 0 174 0 174
一
13．65％ 0 79’ 0 79 0 5，738 7 5，745

～ 300万未満 一4．43％ 0 886 4 890 一9．29％ 0 1，512 0 1，512 一9．90％ 0 398 0 398 司0．66％ 0 ｛72 0 172 一12，22％ 0 97 0 97 0 3ρ65 4 3，069

～400万未満 一4．11％ 0 300 1 301
一8．33％ 0 601 0 601

一
8．39％ 0 221 0 221

一9．38％ 0 96 0 96 引，61％ 0 60 0 60 0 毛278 1 1，279

～500万未満 一3．95％ 0 115 0 115 一8．03％ 0 239 0 239 一7．97％ 0 126 0 126
一8．46％ 0 63 0 63 一10．66％

d 37 0 37 0 580 0 580

～ 600万未満 一5．92％ 0 53 2 55 一7．53％ 0 116 0 116
一 6．90％ 0 60 0 60

一
6．36％ 0 31 o 31

一
9．55％ 23 0 23 0 283 2 285

～ 700万未満 一4，86％ 0 32 0 32 一7．89％ 0 70 0 70 一7．23％ 0 49 0 49 一 7．58％ 0 22 0 22 一7．27％ ’0 15 0 15 0 188 0 188

～ 800万未満 一
3．86％ 0 f2 0 12

一6．05％ 1 49 0 50 一4．58％ 0 25 0 25 一4．16％ 2 18 0 20 一4．14％ 1 6 0 7 4 110 0 114

～ 900万未満 一
〇．11％ 7 7 0 14 一 1．18％ 8 20 0 28 一 1．91％ 3 12 0 15 0．43％ 14 8 0 22 0．89％ 6 3 0 9 38 50 0 88

～ 1，000万未満 3．57％ 13 0 0 13 2．82％ 19 0 0 19 5．48％ 5 0 0 5 4．34％ 8 0 0 8 6．49％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．24％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．05％ 34， 0 0 34 236 0 0 236

3，777，996，200 一4．77％ 55 13，197 91 13，343 一8．93％ 126 8，169 0 8，295 一8．33％
．

　　55 1，924 0 1，979 一8．01％ 46 748 0 794
一8．31％ 46 411 0 457 328 24，449 91 24，868

【ケース12】保険料増額させない基金投入。医療の応益で調整《医療応能51：応益49（所得割5．　51　96、均等割13，900円、平等割34，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》

1人世帯 2人世帯 ‘　　　　3人世帯 4人世帯 5人以上世帯 計全体の保険料増率

　　一7．45％
調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計

調定額
増率
増額 減額 増減無 世帯計 増額 減額 増減無 総計

未申告または0円 一6．47％ 0 5，991 40 6，031 一14．26％ 0 947 0 947 一 16．53％ 0 200 0 200 一18．67％ 0 67 0 67 一20．90％ 0 35 0 35 0 7，240 40 7，280

1円～33万円 一8．61％ 0 1，290 5 1，295 一16、77％ 0 405 0 405 一16．88％ 0 112 0 112
一 17、93％ 0 33 0 33 一22．44％ 0 15 0 15 0 1，855 5 1，860

～ 100万未満 一5．92％ 0 2，226 14 2，240 一12．63％ 0 毛475 0 1，475 一 14．12％ 0 274 0 274 一 15．13％ 0 64 0 64 一17，61％ 0 41 0 41 0 4，080 14 4094

～ 200万未満 一4．70％ 0 2303 7 2，310 一10．81％ 0 2，735 0 2，735 一11．89％ 0 447 0 447 一12．86％ 0 174 0 174 一13．74％ 0 79 0 79 0 5，738 7 5，745

～300万未満 一4．39％ 0 886 4 890 一9．29％ 0 ．1，512 0 輻512 一9．94％ 0 398 0 398 一10．71％ 0 172 0 172 一12，28％ 0 97 0 97 0 3C65 4 3，069

～400万未満 一4．05％ 0 300 1 301
一8．31％ 0 601 0 601

一8．39％ 0 221 0 221
一9．40％ 0 96 0 96 一11．66％ 0 60 0 60 0 1，278 1 1，279

～ 500万未満 一
3．88％ 0 115 0 115 一7．99％ 0 239 0 239 一7．96％ 0 126 0 126 一8．46％ 0 63 0 63 一10．69％ 0 37 0 37 0 580 0 580

～ 600万未満 一5．85％ 0 53 2 55 一7．49％ 0 116 0 116
一6．87％ 0 60 0 ’ 60 一6．35％ 0 31 0 31

一9．56％ 0 23 0 23 0 283 2 285

～700万未満 一4．79％ 0 32 0 32
一7．83％ 0 70 0 70 一7．20％ 0 49 0 49 一7．56％ 0 22 0 22 一7．27％ 0 15 0 15 0 188 0 188

～800万未満 一
3．77％ 0 12 0 12

一5．98％ 1 49 0 50 4．53％ 0 25 0 25
一4．13％ 3 17 0 20 一4．13％ 1 6 0 7 5 109 0 114

～ 900万未満 一
〇．01％ 7 7 0 14

一1．10％ 8 20 0 28 一 1．85％ 3 12 0 15 0．47％ 14 8 0 22 0．91％ 6 3 0 9 38 50 0 88

～ 1，000万未満 3．67％ 13 0 0 13 2．91％ 19 0 0 19 5．53％ 5 0 0 5 4．39％ 8 0 0 8 6．51％ 5 0 0 5 50 0 0 50

1，000万以上 5．03％ 35 0 0 35 5．24％ 98 0 0 98 5．76％ 47 0 0 47 4．97％ 22 0 0 22 6．05％ 34 0 0 34 236 0 0 236

3，776，908，400 一4．81％ 55 13，215 73 13，343 一8．95％ 126 8，169 0 8，295 一8．35％ 55 1，924 0 1，979 一8．04％ 47 747 0 794
一
8．35％ 46 411 0 457 329 24，466 73 24，868

員3



ケース別所得階層別増減世帯数
ケース5 ケース8 ケース11

所目　層 増減区分 轡 平均額 ● 平均額 平均額

1　10万円以上 2世帯 一128，850円 2世帯 一129，650円 2世帯 一127，650円

②50，000円～99，999円 10世帯 一61．470円 19世帯 一59，063円 6世帯 一63，767円
減額

③10，000円～49，999円 499世帯 一で6，937円 562世帯 一 17，044円 360世帯 一 16，398円

④51000円～9，999円 1β22世帯 一7，026円 3．075世帯 一6，866円 tO68世帯 一6，581円
未申告
または

0円

⑤　1円～4，999円 5，107世帯 一2，646円 3，582世帯 一2，463円 5，792世帯 一1，595円

⑥　1円～4999円 世帯 世帯 世帯
⑦5，000円～9，999円 世帯 世帯 世帯増額

⑧10，000円～49，999円 世帯 世帯 世帯
⑨50．000円～99，999円 世帯 世帯 世帯

10　10万円以上 世轡 世轡 世惜

1　10万円以上 1世帯 一120，300円 1世帯 一 120，900円 1世帯 司19，400円
②50，000円～99，999円 1世帯 一53，700円 2世帯 一54，500円 世帯減

額

③10，000円～49，999円 212世帯 一 16，280円 252世帯 一16，309円 153世帯 一16」30円
④5，000円～9，999円 488世帯 一7，258円 733世帯 一7，091円 387世帯 一6，856円

⑤　1円～4，999円 1，153世帯 一2，664円 867世帯 一2，552円 1β10世帯 一 1，823円1円～
33万円 ⑥　1円～4，999円 世帯 世帯 世帯

75，000円～9，999円 世帯 世帯 世帯増額

810，000円～49，999円 世帯 世帯 世帯
⑨50，000円～99，999円 世帯 世帯 世帯

10　10万円以上 世轡 世廿 世●

1　10万円以上 世帯 世帯 世帯
②50，000円～99，999円 5世帯 一64，700円 8世帯

『

－61，325円 6世帯 一61，800円
減額

③10，000円～49，999円 927世帯 一 16，061円 f，487世帯 一15，599円 1，266世帯 一 15，189円

④5，000円～9，999円 1，248世帯 ．－7，584円 11524世帯 一7．265円 1248世帯 －7，264円

⑤　1円～4，999円 1，642世帯 一2，837円 1ρ61世帯 一2，866円 1，558世帯 一2，322円
～ 100万円 ⑥　1円～4，999円 249世帯 1，306円 3世帯 867円 世帯

⑦5，000円～9，999円 世帯 世帯 世帯増額

⑧10ρ00円～49，999円 世帯 世帯 世帯
⑨50，000円～991999円 世帯 世帯 世帯

10　10万円以上　・ 世轡 轡 世轡

1　10万円以上 2世帯 一 115，500円 2世帯 一 120，900円 2世帯 一123，550円

②50，000円～99，999円 23世帯 一6t674円 33世帯 一62．279円 34世帯 一63，538円
減額

③10，000円～49，999円 2，878世帯 一16，656円 3，393世帯 一20，016円 4，011世帯 一20，003円

④5，000円～9，999円 647世帯 一7β71円 1，412世帯 一7，718円 865世帯 一8，233円

⑤　1円～4，999円 1β59世帯 一2，663円 323世帯 一2，029円 826世帯 一1，460円
～200万円

⑥　1円～4999円 341世帯 3，092円 508世帯 2200円 世帯
⑦5ρ00円～9，999円 388世帯 7，342円 50世帯 5，608円 世帯増額

⑧0，000円～49，999円 96世帯 で1，163円 世帯 世帯
⑨50，000円～99，999円 世帯 世帯 世帯

10　10万円以上 世世 世轡 世轡

1　10万円以上 2世帯 一105，400円 3世帯 一 108，933円 3世帯 一114，933円

②50，000円～99，999円 22世帯 一60，414円 44世帯 一60，727円 100世帯 一58，605円減

額
③0，000円～49，999円 1，715世帯 一18，357円 2ρ15世帯 一23，8て4円 2，520世帯 一26，558円

④5，000円～9，999円 218世帯 一7，728円 483世帯 一7，816円 108世帯 一7，916円

⑤　1円～4，999円 445世帯 吋，729円 136世帯 一3，011円 334世帯 一1，546円

⑥　1円～41999円 208世帯 11837円 66世帯 2．858円 世帯～ 300万円

h

⑦5，000円～9，999円 90世帯 7，574円 247世帯 7，497円 世帯増額

⑧10，000円～49，999円 352世帯 15，486円 70世帯 ”，287円 世帯
⑨50，000円～99，999円 世帯 世帯 世帯

1　10万円以上 世轡 世轡 世轡

1　拍万円以上 2世帯 一117，950円 3世帯 一122，467円 3世帯 一137，700円

②50，000円～99，999円 19世帯 一61．695円 47世帯 一一62，700円 115世帯 一62，591円減

額

③10，000円～49，999円 604世帯 一19，091円 801世帯 一24，569円 979世帯 一31，315円

④5，000円～9，999円 126世帯 一8，517円 130世帯 一8，222円 58世帯 一8」60円

⑤　1円～4，999円 97世帯 一2，018円 59世帯 一2，308円 123世帯 一1，754円
～ 400万円 ⑥　1円～4，999円 128世帯 1，980円 79世帯 2，268円 世帯

⑦5，000円～9，999円 68世帯 7，678円 29世帯 8，166円 世帯増額

⑧10ρ00円～49，999円 232世帯 20，072円 129世帯 14，474円 世帯
⑨50，000円～99，999円 世帯 世帯 世帯

10　10万円以上 世轡 世轡 世轡

1　10万円以上 1世帯 一 157，800円 1世帯 一171，000円 3世帯 司37，500円

②50，000円～99，999円 11世帯 一62，391円 38世帯 一6t529円 126世帯 一62，490円
減額

③10，000円～49，999円 220世帯 一21，565円 354世帯 一25，563円 386世帯 一34，259円

④5，000円～9，999円 96世帯 一8，170円 48世帯 一7、646円 17世帯 一7，700円

⑤　1円～4，999円 44世帯 一2，577円 24世帯 一3，188円 48世帯 一t871円
～ 500万円 ⑥　1円～4．999円 44世帯 3，0f8円 拍世帯 2，780円 世帯

⑦5，000円～9，999円 36世帯 7，228円 32世帯 8」47円 世帯増額

⑧10COO円～49，999円 127世帯 25，879円 73世帯 18，807円 世帯
⑨50，000円～99，999円 世帯 世帯 世帯

10　10万円以上 世轡 惜 世轡

《資料3》

ケース5 ケース8 ケース11

所　　層 増減区分 平均額 世 平均額 平均

①　10万円以上 1世帯 一104．200円 2世帯 一 115，500円 8世帯 一121，975円

②50，000円～99．999円 12世帯 一68，550円 15世帯 一76，247円 93世帯 一601957円減額

③10，000円～49，999円 67世帯 一19，567円 164世帯 一24，613円 165世帯 一33，255円

④5，000円～9，999円 51世帯 一7，639円 24世帯 一8，575円 8世帯 一7，538円

⑤　1円～4，999円 18世帯 一3，022円 9世帯 一3，211円 9世帯 一2，356円
～600万円 ⑥　1円～4，999円 27世帯 2，693円 18世帯 2．844円 世帯

⑦5，000円～9，999円 29世帯 7，003円 12世帯 7，400円 世帯増額

⑧10，000円～49，999円 78世帯 27，065円 39世帯 19，623円 世帯
⑨50，000円～99，999円 世帯 世帯 世帯

10　10万円以上 世轡 世轡 世轡

1　10万円以上 世帯 世帯 2世帯 一103，700円

②50，000円～99，999円 2世帯 一55，550円 19世帯 一57，7f1円 96世帯 一69，149円
減額

③10，000円～49，999円 62世帯 一24．574円 98世帯 一28，642円 78世帯 一30．755円

④5．000円～9，999円 21世帯 一 7．705円 8世帯 一7，638円 4世帯 一7，850円

⑤　1円～4，999円 14世帯 一2，671円 15世帯 一2．807円 8世帯 一2，888円
～ 700万円 ⑥　1円～4，999円 13世帯 2，515円 10世帯 2，890円 世帯

⑦5，000円～9，999円 7世帯 7，557円 2世帯 8，350円 世帯増額

⑧10，000円～49，999円 58世帯 26，550円 35世帯 23，920円 世帯
⑨50，000円～99，999円 10世帯 53，090円 世帯 世帯

10　10万円以上 世轡 世轡 世轡

1　10万円以上 世帯 世帯 世帯
②50，000円～99，999円 世帯 世帯 35世帯 一61，226円減

額

③10．000円～49，999円 6世帯 一13，800円 35世帯 一23，329円 へ 67世帯 一30，970円

④5ρ00円～9，999円 9世帯 一8」44円 12世帯 一7，083円 4世帯 一8，050円

⑤　1円～4，999円 8世帯 一2．425円 ・
11世帯 一2，864円 4世帯 一2」25円

～ 800万円 ⑥　1円～4，999円 7世帯 2，100円 7世帯 3，371円 2世帯 2，000円

⑦5，000円～9，999円 5世帯 7，120円 9世帯 7，489円 1世帯 9，900円増額

⑧10，000円～49，999円 64世帯 27，511円 38世帯 24，353円 1世帯 10，700円

⑨50，000円～99，999円 15世帯 601980円 2世帯 51，600円 世帯

10　10万円以上 世廿 ‘　　世轡 世轡

①　佃万円以上 世帯 世帯 世帯
②50，000円～99，999円 世帯’ 世帯’ 2世帯 一56，900円減

額

③10，000円～49，999円 1世帯 ヰ8，100円 ，　2世帯 一26，400円 29世帯 一23．514円

④5，000円～9，999円 世帯 世帯 7世帯 一7」43円

⑤　1円～4，999円 世帯 1世帯 一 1，900円 12世帯 一2，767円
～ 900万円 ⑥　1円～4，999円 世帯 1　4世帯 4，025円 8世帯 2，575円

⑦5，000円～9，999円 1世帯 5」00円 1　1世帯 10，000円 10世帯 8，110円増額

⑧10ρ00円～49，999円 23世帯 36，430円 ‘　48世帯 33，973円 20世帯 22，855円

⑨50，000円～99，999円
’

　63世帯 65，773円 ！　32世帯 60，700円 世帯

10　10万円以上 世轡 ‘　　世帯 世轡

1　10万円以上 世帯 世帯 世帯
②501000円～99，999円 世帯 世帯 世帯減額

③10，000円～49，999円 世帯 1　　世帯 世帯
④5，000円～9，999円 世帯 1　　世帯 世帯
⑤　　1円～4，999円 世帯 ｝　　世帯 世帯

⑥　1円～41999円 世帯 ，　　世帯 世帯～ 1000万円

　　　’

⑦5，000円～9，999円 世帯 世帯 5世帯 7，780円増額

⑧10，000円～49，999円 18世帯 43，711円 ｛　18世帯 43，711円 37世帯 28，008円

⑨50，000円～99，999円 32世帯 63，978円 32世帯 631650円 8世帯 61，925円

10　10万円以上 世轡 1　　世轡 世轡

1　拍万円以上 世帯 、　　世帯 世帯
②50，000円～99，999円 世帯 世帯 世帯減額

③10000円～49，999円 世帯 ｛　世帯 世帯
④5，000円～9，999円 世帯 世帯 世帯

⑤　1円～4，999円 世帯 ‘　　世帯 世帯1000万円
　以上 ⑥　1円～4，999円 世帯 世帯 世帯

⑦5，000円～9，999円 世帯 世帯 世帯増額

⑧10ρ00円～49，999円 205世帯 40，041円 205世帯 39，984円 205世帯 39，879円

⑨50，000円～99，999円 31世帯 66，068円 31世帯 66，032円 31世帯 65，787円

10　10万円以上 世廿 世轡 世廿
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ケース11のモデルケース（現行の保険料と比較して最も下がる世帯、最も上がる世帯） 《資料4－1》

①現行と比較し保険料が最も下がる世帯（固定資産あり）

A：医療分、B支援分 C：介護分 国保料 A：医療分
’

B：支援分 C：介護分

世帯所得額 世帯人数 世帯数 資産額 世帯所得額 世帯人数 医療分 支援分 介護分 合計額盲 現行との差1 所得割 均等割 平等割 資産割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行’ 3278，567円 6人 1世帯 5，514，600円 2，298，000円 2人 540ρ00円 120，300円 58，800円 ，719100円 一 7」6％ 26，200円 25，000円 5．00％ 1．84％ 10，000円 輻50％ 12，200円

ケース刊 3，278，567円 6人 1世帯 5，514，600円 2，298，000円 2人 2981300円 160，900円 78，000円 537，200円
、

デで81900円 5．50％ 14，000円 34，000円 0．00％ 2．75％ 11，800円 2．24％ 131300円

モデルケースの構成世帯

加入者名 続柄 年齢 介護保険 平成28年中の所得 国保課税標準額

A 世帯主 70 1，184，567円 854，567円

B 妻 70 4｛6，000円 86，000円

C 子 44 有 2，628，000円 2，298，000円

D 子の妻 40 有 370，000円 40，000円

E 子の子 f2 0円 0円

F 子の子 9 0円 0円

合計 6人 2人 4，598，567円 3，278，567円

②現行と比較し保険料が最も下がる世帯（固定資産なし）

A：医療分、B支援分 C：介護分 国保料 A：医療分 B：支援分 C：介護分

世帯所得額 世帯人数 世帯数 資産額 世帯所得額 世帯人数 医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差 所得割 均等割 平等割 資産割 所得割　均等割 所得割 均等割

現行 2，801，643円 5人 1世帯 0円 0円 1人 356，500円 101，500円 12，200円 470200円 　　一
7．16％ 261200円 25，000円 5．00％ t84％10，000円 輻50％ 12，200円

ケース11 2，801，643円 5人 1世帯 0円 0円 1人 258ρ00円 136，000円 13，300円
．
407300円 ．・≡62900円 5．50％ 14，000円 34，000円 0．00％ 275％11，800円 2．24％ 131300円

モデルケースの構成世帯

加入者名　　． 続柄 年齢 介護保険 平成28年中の所得 国保課税標準額

A 子 67 2，190」00円 1，860，100円・

B 子の妻 62 有 0円 0円

C 子の子 29 0円 ．　　　　　　　0円

D 子の子 26 935，620円
、

　　　　　　605，620円

E 子の子 22 665，923円 335．923円

合計 5人 1人 3，791，643円 2，801，643円

eノ　　　　　　　　　　　　　　　‘弁、　　　　　　　　即も　　　　　　　　　　●昌叩

A：医療分、B支援分 C：介護分 国保料 A：医療分 B1：支援分 C：介護分

世帯所得額 世帯人数 世帯数 資産額 世帯所得額 世帯人数 医療分 支援分 介護分 合計額 現行との差 所得割 均等割 平等割 資産割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行 9，817，328円 7人 1世帯 608，880円 6，000，000円 2人 540，000円 190．000円 114，400円「 844400円 ：　一 7．16％ 26，200円 25，000円 5．00％ 1．84％
　；
10，000円 1．50％ 12，200円

ケース11 9，8171328円 7人 1世帯 608，880円 6，000，000円 2人 580，000円 190，000円 160，000円 、93000唄 己85、600円 5．50％ 14，000円 34，000円 0．00％ 2．75％ 11，800円 2．24％ 13，300円

③現行と比較し保険料が最も上がる世帯

モデルケースの構成世帯

加入者名 続柄 年齢 介護保険 平成28年中の所得 国保課税標準額

A 世帯主 70 3，397，328円 3，067，328円

B 妻 69 丁．080，000円 750，000円

C 子 43 有 4，740，000円 4，410，000円

D 子の妻 42 有 1，920，000円 1，590，000円

E 子の子 10 0円 0円

F 子の子 7 0円 0円

G 子の子 2 0円 0円

合計 7人 2人 11，137，328円 9．817，328円

15



ケース11のモデルケース（現行の保険料と比較して平均的な世帯） 《資料4－2》

平均的な世帯（1人加入）

A：医療分、B支援分 C：介護分 国保料 A：医療分 B：支援分 C：介護分

世帯所得額 世帯人数 世帯数 資産額 世帯所得額 世帯人数 医療分 支援分 介護分 合一十額’ 現行との差 所得割 均等割 平等割 資産割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行 233，875円 1人 泄帯 42，400円 0円 0人 44，400円 9，300円 0円 53700円 一 7．16％ 13，100円 12，500円 5．00％ t84％ 5，000円 輻50％ 6，100円

ケース11 233，875円 1人 1世帯 42，400円 0円 0人 36，800円 12，300円 0円 49mO円 一4600円 5．50％ 7，000円 17，000円 0．00％ 2．75％ 5，900円 2．24％ 6，650円

モデルケースの構成世帯

加入者名 続柄 年齢 介護保険 平成28年中の所得 国保課税標準額

A 世帯主 72 563，875円 233，875円

合計 1人 0人 563，875円 233，875円

平均的な世帯（2人加入）

A：医療分、B支援分 Cl介護分 国保料 A：医療分 B：支援分 C：介護分

世帯所得額 世帯人数 世帯数 資産額 世帯所得額 世帯人数 医療分 支援分 介護分 合㌣額 現行との差 所得割 均等割 平等割 資産割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行 676，390円 2人 1世帯 27，300円 0円 0人 88，400円 22，400円 0円 110800円 二
7．16％ 13」00円 12，500円 5．00％ 1．84％ 5，000円 1．50％ 6，100円

ケース11 676，390円 2人 1世帯 27，300円 0円 0人 68，200円 30，400円 0円 98600円 ≡］2；200円 5．50％ 71000円 17，000円 0．00％ 2．75％ 5，900円 2．24％ 6，650円

モデルケースの構成世帯

加入者名 続柄 年齢 介護保険 平成28年中の所得 国保課税標準額

A’ 世帯主 72 1，006，390円 676，390円

B 妻 69 0円 0円

合計 1人 0人 1，006，390円 676．390円

平均的な世帯（3人加入）

A：医療分、B支援分 C：介護分 国保料 A：医療分
B：支援分」

C：介護分

世帯所得額 世帯人数 世帯数 資産額 世帯所得額 世帯人数 医療分 支援分 介護分 合計額 現行とめ差 所得割 均等割 平等割 資産割 所得割 均等割 所得割 均等割

現行 1，854，567円 3人 1世帯 28，800円 1，511，600円 2人 237，800円 64．100円 47，000円 348900円 一1 　ド 7．16％ 26，200円 25，000円 5．00％ t84％ 10，000円 1．50％ 12，200円

ケースH 1，854，567円 3人 1世帯 28，800円 1，511，600円 2人 178，000円 86，400円 60．400円
　ぺ凡
滋800円 一24100円 5．50％ 14，000円 34，000円 0．00％ 2．75％ 11β00円 2．24％ 13，300円

モデルケースの構成世帯
！

加入者名 続柄 年齢 介護保険 平成28年中の所得 国保課税標準額

A 世帯主 52 有 0円 0円

B 妻 49 有 1，841，600円 1511，600円’

C 子 24 672，967円 342，967円

合計 3人 2人 2，514，567円 1，854，567円

1㊧



議題（2）「野田市国民健康保険条例の改正について」
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野田市国民健康保険条例(昭和43年野田市条例第25号)新旧対照表（案）

改 正 案 現 行

○野田市国民健康保険条例 ○野田市国民健康保険条例

昭和43年10月8日 昭和43年10月8日

野田市条例第25号 野田市条例第25号

注 平成18年9月から改正経過を注記した。 注 平成18年9月から改正経過を注記した。

野田市国民健康保険条例(昭和34年野田市条例第9号)の全部を改正する。 野田市国民健康保険条例(昭和34年野田市条例第9号)の全部を改正する。

目次 目次

第1章 野田市が行う国民健康保険の事務(第1条) 第1章 野田市が行う国民健康保険(第1条)

第2章 野田市の国民健康保険事業の運営に関する協議会(第2条・第3条) 第2章 国民健康保険運営協議会(第2条・第3条)

第3章 被保険者(第4条・第5条) 第3章 被保険者(第4条・第4条の2)

第4章 保険給付(第6条―第8条) 第4章 保険給付(第5条―第8条の2)

第5章 保健事業(第9条) 第5章 保健事業(第9条)

第6章 国民健康保険料(第10条-第21条) 第6章 国民健康保険税(第10条)

第7章 罰則(第22条―第25条) 第7章 罰則(第11条―第14条)

附則 附則

第1章 野田市が行う国民健康保険の事務 第1章 野田市が行う国民健康保険

(野田市が行う国民健康保険の事務) (野田市が行う国民健康保険)

第1条 野田市(以下「市」という。)が行う国民健康保険については、法令に定めがあ
るもののほか、この条例の定めるところによる。

第1条 野田市(以下「市」という。)が行う国民健康保険については、法令に定がある

もののほか、この条例の定めるところによる。

第2章 野田市の国民健康保険事業の運営に関する協議会 第2章 国民健康保険運営協議会

(野田市の国民健康保険事業の運営に関する協議会の委員の定数) (国民健康保険運営協議会の委員の定数)

第2条 野田市の国民健康保険事業の運営に関する協議会(以下「協議会」という。)の
委員の定数は、次に定めるところによる。

第2条 国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)の委員の定数は、次に定め

るところによる。

(1) 被保険者を代表する委員 4人 (1) 被保険者を代表する委員 5人

(2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 4人 (2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 5人

(3) 公益を代表する委員 4人
(4) 被用者保険等保険者を代表する委員 1人

(3) 公益を代表する委員 5人

2 前項第1号に規定する委員のうち2人以上は、公募に応じた市民とするものとする。 2 前項第1号に規定する委員のうち2人以上は、公募に応じた市民とするものとする。

(規則への委任) (規則への委任)

第3条 前条に定めるもののほか、協議会に関して必要な事項は、規則で定める。 第3条 前条に定めるもののほか、協議会に関して必要な事項は、規則で定める。



2/17

第3章 被保険者 第3章 被保険者

第4条 削除 第4条 削除

(被保険者としない者) (被保険者としない者)

第5条 老人福祉法(昭和38年法律第133号)の規定による養護老人ホーム又は特別養護
老人ホームに収容されている者であって、市長が当該施設の長の意見に基づいて認

定した者は、被保険者としない。

第4条の2 老人福祉法(昭和38年法律第133号)の規定による養護老人ホーム又は特別

養護老人ホームに収容されている者であって、市長が当該施設の長の意見に基づい

て認定した者は、被保険者としない。

第4章 保険給付 第4章 保険給付

(一部負担金) (一部負担金)

第6条 保険医療機関又は保険薬局について療養の給付を受ける被保険者は、その給付
を受ける際、国民健康保険法(昭和33年法律第192号。以下「法」という。)第42条の

規定による一部負担金を当該保険医療機関又は保険薬局に支払わなければならな

い。

第5条 保険医療機関又は保険薬局について療養の給付を受ける被保険者は、その給付

を受ける際、国民健康保険法(昭和33年法律第192号。以下「法」という。)第42条の

規定による一部負担金を当該保険医療機関又は保険薬局に支払わなければならな

い。

(出産育児一時金) (出産育児一時金)

第7条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産
育児一時金として40万4,000円を支給する。ただし、市長が健康保険法施行令(大正1

5年勅令第243号)第36条の規定を勘案し、必要があると認めるときは、40万4,000円

に、3万円を超えない範囲内で規則で定める額を加算するものとする。

第6条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産

育児一時金として40万4,000円を支給する。ただし、市長が健康保険法施行令(大正1

5年勅令第243号)第36条の規定を勘案し、必要があると認めるときは、40万4,000円

に、3万円を超えない範囲内で規則で定める額を加算するものとする。

2 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康保険

法(大正11年法律第70号)、船員保険法(昭和14年法律第73号)、国家公務員共済組合

法(昭和33年法律第128号。他の法律において準用し、又は例による場合を含む。次

条第2項において同じ。)又は地方公務員等共済組合法(昭和37年法律第152号)の規定

によって、これに相当する給付を受けることができる場合には、行わない。

2 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康保険

法(大正11年法律第70号)、船員保険法(昭和14年法律第73号)、国家公務員共済組合

法(昭和33年法律第128号。他の法律において準用し、又は例による場合を含む。次

条第2項において同じ。)又は地方公務員等共済組合法(昭和37年法律第152号)の規定

によって、これに相当する給付を受けることができる場合には、行わない。

(葬祭費) (葬祭費)

第8条 被保険者が死亡したときは、その者の葬祭を行う者に対し、葬祭費として5万
円を支給する。

第7条 被保険者が死亡したときは、その者の葬祭を行う者に対し、葬祭費として5万

円を支給する。

2 前項の規定にかかわらず、葬祭費の支給は、同一の死亡につき、健康保険法、船員

保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確保

に関する法律(昭和57年法律第80号)の規定によって、これに相当する給付を受ける

ことができる場合には、行わない。

2 前項の規定にかかわらず、葬祭費の支給は、同一の死亡につき、健康保険法、船員

保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確保

に関する法律(昭和57年法律第80号)の規定によって、これに相当する給付を受ける

ことができる場合には、行わない。

第8条 削除

第8条の2 この章に定めるもののほか、保険給付に関して必要な事項は規則で定める。
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第5章 保健事業 第5章 保健事業

(保健事業) (保健事業)

第9条 市は、法第72条の5に規定する特定健康診査等を行うものとするほか、これら

の事業以外の事業であって、被保険者の健康の保持増進のため次に掲げる事業を行

う。

第9条 市は、法第72条の4に規定する特定健康診査等を行うものとするほか、これら

の事業以外の事業であって、被保険者の健康の保持増進のため次に掲げる事業を行

う。

(1) 健康教育 (1) 健康教育

(2) 健康相談 (2) 健康相談

(3) 健康診査 (3) 健康診査

(4) その他被保険者の健康の保持増進又は保険給付のために必要な事業 (4) はり、きゅう、あん摩、マッサージ及び指圧の施術

(5) その他被保険者の健康の保持増進又は保険給付のために必要な事業

第6章 保険料 第6章 国民健康保険税

(保険料の賦課) (国民健康保険税)

第10条 保険料は、被保険者の属する世帯の世帯主（以下「世帯主」という。）から
徴収する。

（保険料の賦課額）
第10条の2 保険料の賦課額は、世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した基礎賦
課額（国民健康保険法施行令第29条の7第1項第1号に規定する基礎賦課額をいう。以
下同じ。）及び後期高齢者支援金等賦課額（国民健康保険法施行令第29条の7第1項
第2号に規定する後期高齢者支援金等賦課額をいう。以下同じ。）並びに介護納付金
賦課被保険者（国民健康保険法施行令第29条の7第1項第3号に規定する介護納付金賦
課被保険者をいう。以下同じ。）につき算定した介護納付金賦課額（国民健康保険
法施行令第29条の7第1項第3号に規定する介護納付金賦課額をいう。以下同じ。）の
合算額とする。

（一般被保険者に係る基礎賦課総額）
第10条の3
保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第七条第一項に規定する退職被保険者
等（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係
る基礎賦課額（第17条の規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあって
は、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」という。）
は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控除した額を基準と
して算定した額とする。ただし、第21条第1項の規定による保険料の減免を行う場合
においては、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控除した額
に第3号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した額とすることがで

第10条 市は、世帯主に対して、別に定めるところにより国民健康保険税を課する。
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きる。
（1） 当該年度における次に掲げる額の合算額
イ 療養の給付に要する費用（一般被保険者に係るものに限る。）の額から当該給
付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生
活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高
額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用（一般被保険者に係るものに
限る。）の額
ロ 国民健康保険事業費納付金（法附則第22条の規定により読み替えられた法第75
条の7第1項の国民健康保険事業費納付金をいう。以下この条において同じ。）の納
付に要する費用（県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るものに限り、県の国
民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定による後期
高齢者支援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）、高齢者医療確保法の規
定による病床転換支援金等（以下「病床転換支援金等」という。）及び介護保険法
（平成9年法律第123号）の規定による納付金（以下「介護納付金」という。）の納
付に要する費用に充てる部分を除く。）の額
ハ 法第81条の2第4項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額
ニ 法第81条の2第9項第2号に規定する財政安定化基金事業借入金の償還に要する
費用の額
ホ 保健事業に要する費用の額
ヘ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費
用を除く。）の額（退職被保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給
付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生
活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高
額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに県が行う国民健康
保険の一般被保険者に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国
民健康保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支
援金等並びに介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）及び退職被保
険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の額を除く。）
（2） 当該年度における次に掲げる額の合算額
イ 法第74条の規定による補助金の額
ロ 法附則第22条の規定により読み替えられた第75条の規定により交付を受ける補
助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する
特別会計において負担する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金
の納付に要する費用に充てる部分に限る。以下このロにおいて同じ。）に係るもの
を除く。）及び同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付
金の納付に要する費用に係るものを除く。）の額
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ハ 法第75条の2第1項の国民健康保険保険給付費等交付金（2において「国民健康保
険保険給付費等交付金」という。）（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用
（法附則第22条の規定により読み替えらえた法第70条第1項に規定する療養の給付
等に要する費用をいう。以下同じ。）に係るものを除く。）の額
ニ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費
用を除く。）のための収入（法附則第九条第一項の規定により読み替えられた法第7
2条の3第1項の規定による繰入金及び国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険
者等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）を除く。）の額
（3） 当該年度における第17条第1項の規定による基礎賦課額の減免の額の総額

（一般被保険者に係る基礎賦課額）
第11条 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する
一般被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに
当該世帯につき算定した世帯別平等割額（一般被保険者と退職被保険者等とが同一
の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定し
た世帯別平等割額）の合計額とする。

（一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割額の算定）
第12条 前条の所得割額は、一般被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に
係る地方税法（昭和25年法律第226号）第314条の2第1項に規定する総所得金額及び
山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額（同法附則第33条の2
第5項に規定する上場株式等に係る配当所得の金額、同法附則第33条の3第5項に規定
する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得
の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の4第1項若しくは第2項、第
34条第1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項又は
第36条の規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第31条第1項に規
定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35
条第5項に規定する短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の4第1項若しくは第
2項、第34条第１項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項又は第36条の
規定に該当する場合には、これらの規定の適用により同法第32条第１項に規定する
短期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条の2第
6項に規定する株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の2の6第11項若しく
は第15項又は第35条の3第11項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、
同法附則第35条の4第4項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35
条の4の2第7項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、租税条約等の実
施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和44年法律第4
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6号。第22条において「租税条約等実施特例法」という。）第3条の2の2第10項に規
定する条約適用利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。
以下この条において同じ。）の合計額から地方税法第314条の2第2項の規定による控
除をした後の総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所
得の金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金額等」という。）に、第13条の所
得割の保険料率を乗じて算定する。
2 前項の場合における地方税法第314条の2第1項に規定する総所得金額若しくは山林
所得金額又は他の所得と区分して計算される所得の金額を算定する場合において
は、同法第313条第9項中雑損失に係る部分の規定を適用しないものとする。

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率）
第13条 一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。
(1) 所得割 100分の○○
(2) 被保険者均等割 被保険者1人について○○円
(3) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウ
までに定める額
ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 1世帯について○○円
イ 特定同一世帯所属者(法第6条第8号に該当したことにより被保険者の資格を
喪失した者であつて、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属す
る者をいう。以下同じ。)と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であつて
同日の属する月以後5年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者
がいない場合に限る。) 1世帯について○○円
ウ 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する一般被保険者が属する世帯であつ
て当該特定同一世帯所属者が法第6条第8号に該当したことにより被保険者の資格を
喪失した日の前日の属する月以後5年を経過する月の翌月から同日の属する月以後8
年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限
る。) 1世帯について○○円
2 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第4位未満の端数又
は1円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。
3 市長は、第1項に規定する保険料率を決定したときは、すみやかに告示しなければ
ならない。

（退職被保険者等に係る基礎賦課額）
第13条の2 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る基礎賦課額は、当該世帯に属
する退職被保険者等につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額
並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額(退職被保険者等と一般被
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保険者とが同一の世帯に属する場合には、所得割額及び被保険者均等割額の合算額
の総額)とする。

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得割額の算定）
第13条の3 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の総所得金額等に、
第13条第1号に規定する所得割の保険料率を乗じて算定する。

（退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保険者均等割額の算定）
第13条の4 第13条の2の被保険者均等割額は、第13条第2号に規定する額と同額とす
る。

(退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯別平等割額の算定)
第13条の4の2 第13条の2の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、
それぞれ当該各号に定める額とする。
(1)次号又は第3号に掲げる世帯以外の世帯 第13条第3号アに規定する額
(2)特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者が属する世帯であつて
当該特定同一世帯所属者が法第6条第8号に該当したことにより被保険者の資格を喪
失した日の前日の属する月以後5年を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他
の被保険者がいない場合に限る。) 第13条第3号イに規定する額
(3)特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する退職被保険者が属する世帯であつて
当該特定同一世帯所属者が法第6条第8号に該当したことにより被保険者の資格を喪
失した日の前日の属する月以後5年を経過する月の翌月から同日の属する月以後8年
を経過する月までの間にあるもの(当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。)
第13条第3号ウに規定する額

（基礎賦課限度額）
第13条の5 第11条又は第13条の2の基礎賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同
一の世帯に属する場合には、第11条の基礎賦課額と第13条の2の基礎賦課額との合算
額をいう。第16条及び第17条において同じ。）は、58万円を超えることができない。

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額）
第13条の5の2 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額
（第17条の規定により後期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあっ
ては、その減額することになる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦
課総額」という。）は、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を
控除した額を基準として算定した額とする。ただし、第21条第1項の規定による保険
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料の減免を行う場合においては、第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲げる額の
見込額を控除した額に第3号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定し
た額とすることができる。
（1）当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康
保険に関する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等
の納付に要する費用に係る部分であって、県が行う国民健康保険の一般被保険者に
係るものに限る。次号において同じ。）
（2）当該年度における次に掲げる額の合算額
イ法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける補
助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び同
条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する
費用に係るものに限る。）の額
ロその他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費金付金の納付に要す
る費用に限る。）のための収入（法附則第9条第1項の規定により読み替えられた法
第72条の3第1項の規定による繰入金を除く。）の額
（3）当該年度における第21条第1項の規定による後期高齢者支援金等賦課額の減免の
額の総額

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額）
第13条の5の3 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属す
る一般被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割の合算額の総額の合計額
とする。

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定)
第13条の5の4 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の総所得金額等
に、第13条の5の5第1号の所得割の保険料率を乗じて算定する。

（退職被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率）
第13条の5の5 一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次のと
おりとする。
(1) 所得割 100分の○○
(2) 被保険者均等割 被保険者1人について○○円

（退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額）
第13条の5の6 保険料の賦課額のうち退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課
額は、当該世帯に属する退職被保険者等につき算定した所得割額及び被保険者均等
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割額の合算額の総額（退職被保険者と一般被保険者とが同一の世帯に属する場合に
は、所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額）とする。

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定)
第13条の5の7 前条の所得割額は、退職被保険者等に係る基礎控除後の総所得金額等
に、第13条の5の5第1号の所得割の保険料率を乗じて算定する。

(退職被保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額の被保険者均等割額の算定)
第13条の5の8 第13条の5の6の被保険者均等割額は、第13条の5の5第2号に規定する額
と同額とする。

(後期高齢者支援金等賦課限度額)
第13条の5の9 第13条の5の3又は第13条の5の6の後期高齢者支援金等賦課額(一般被
保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第13条の5の3の後期高齢
者支援金等賦課額と第13条の5の6の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。
第16条及び第17条において同じ。)は、190,000円を超えることができない。

（介護納付金賦課総額）
第13条の6 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第17条の規定により介護納付
金賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額することになる額を含
む。）の総額（以下「介護納付金賦課総額」という。）は、第1号に掲げる額の見込
額から第2号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。ただ
し、第21条第1項の規定による保険料の減免を行う場合においては、第1号に掲げる
額の見込額から第2号に掲げる額の見込額を控除した額に第3号に掲げる額の見込額
を合算した額を基準として算定した額とすることができる。
（1）当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康
保険に関する特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に充てる部
分に限る。次号において同じ。）
（2）当該年度における次に掲げる額の合算額
イ 法附則第22条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける
補助金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び
同条の規定により貸し付けられる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要す
る費用に係るものに限る。）の額
ロ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要
する費用に限る。）のための収入（法附則第9条第一項の規定により読み替えられた
法第72条の3第1項の規定による繰入金を除く。）の額
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（3）当該年度における第21条第1項の規定による介護納付金賦課額の減免の額の総額

（介護納付金賦課額）
第13条の7 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額は、当該世帯に属する介護納付金
賦課被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額の合計
額とする。

（介護納付金賦課額の所得割額の算定）
第13条の8 前条の所得割額は、介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の
前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等に、第13条の9の所得割の保険料率を乗
じて算定する。

（介護納付金賦課額の保険料率）
第13条の9 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率は、次のとお
りとする。
(1) 所得割 100分の○○
(2) 被保険者均等割 被保険者1人について○○円

（介護納付金賦課限度額）
第13条の10 第13条の7の賦課額は、16万円を超えることができない。

（賦課期日）
第14条 保険料の賦課期日は、4月1日とする。

（普通徴収に係る保険料の納期）
第15条 普通徴収に係る保険料の納期は、次のとおりとする。ただし、納期の末日
が民法第142条に規定する休日又は土曜日に該当するときは、地方税法第20条の5第2
項の規定の例による。
第1期 6月1日から同月末日まで
第2期 7月1日から同月末日まで
第3期 8月1日から同月末日まで
第4期 9月1日から同月末日まで
第5期 10月１日から同月末日まで
第6期 11月１日から同月末日まで
第7期 12月１日から同月25日まで
第8期 1月1日から同月末日まで
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第9期 2月1日から同月末日まで
第10期 3月1日から同月末日まで
2 次条の規定により保険料額の算定を行ったときは、普通徴収に係る保険料の納期を
定め、これを通知しなければならない。

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動等があった場合）
第16条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生し、又は一世帯に属する被保険者数
が増加若しくは減少し、又は一世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者と
なった若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなった、若しくは国民健康保険法施
行令第29条の7の2第2項に規定する特例対象被保険者等（以下「特例対象被保険者等」
という。）となった場合における当該納付義務者に係る第11条、第13条の2、第13条
の5の3若しくは第13条の5の6の額（被保険者数が増加若しくは減少した場合（特定
同一世帯所属者に該当することにより被保険者数が減少した場合を除く。）又は特
例対象被保険者等となった場合における当該納付義務者に係る世帯別平等割額を除
く。）又は第13条7の額又は第17条第1項各号に定める額若しくは同条第3項若しくは
第4項の規定により読み替えて準用する同条第1項各号に定める額の算定は、それぞ
れ、その納付義務が発生し、又は被保険者数が増加若しくは減少した日（法第6条第
1号から第8号までの規定のいずれかに該当したことにより被保険者数が減少した場
合おいては、その減少した日が月の初日であるときに限り、その前日とする。）又
は一世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者となった若しくは介護納付金
賦課被保険者でなくなった日又は特例対象被保険者等となった日の属する月から、
月割をもって行う。
2 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場合における当該納付義務者に係る
第11条、第13条の2、第13条の5の3若しくは第13条の5の6の額又は第13条の7の額又
は第17条第1項各号に定める額若しくは同条第3項若しくは第4項の規定により読み
替えて準用する同条第1項各号に定める額の算定は、その納付義務が消滅した日（法
第6条第1号から第8号までの規定のいずれかに該当したことにより納付義務が消滅
した場合においては、その消滅した日が月の初日であるときに限り、その前日とす
る。）の属する月の前月まで、月割をもって行う。

（保険料の減額）
第17条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎
賦課額は、第11条又は第13条の2の基礎賦課額から、それぞれ、当該各号に定める額
を減額して得た額（当該減額して得た額が58万円を超える場合には、58万円）とす
る。
（1）世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生し
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た場合にはその発生した日とする。）現在においてその世帯に属する被保険者及び
特定同一世帯所属者につき算定した地方税法第314条の2第1項に規定する総所得金
額（青色専従者給与額又は事業専従者控除額については、同法第313条第3項、第4項
又は第5項の規定を適用せず、また、所得税法（昭和40年法律第33号）第57条第1項、
第3項又は第4項の規定の例によらないものとし、山林所得金額並びに他の所得と区
分して計算される所得の金額（地方税法附則第33条の2第5項に規定する上場株式等
に係る配当所得の金額、同法附則第33条の3第5項に規定する土地等に係る事業所得
等の金額、同法附則第34条第4項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第35条第
5項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第35条の2第6項に規定する株式等に係
る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の2の6第11項若しくは第15項又は第35条の3第
11項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の4第4項
に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35条の4の2第7項の規定の適
用がある場合には、その適用後の金額）、租税条約等実施特例法第3条の2の2第10項
に規定する条約適用利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をい
う。以下この項において同じ。）の算定についても同様とする。以下同じ。）及び
山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方税
法第314条の2第2項に掲げる金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者 イに
掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均
等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とロに掲げる額とを合算した
額
イ 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の7を乗じて得た
額
ロ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の7を乗じて得た額
（2）前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算さ
れる所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2項に掲げる金額に27万5千円に
当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはそ
の発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世
帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料
の納付義務者であって前号に該当する者以外のもの イに掲げる額に当該世帯に属
する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とさ
れるものの数を乗じて得た額とロに掲げる額とを合算した額
イ 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の5を乗じて得た
額
ロ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の5を乗じて得た額
（3）第1号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算
される所得の金額の合算額が、地方税法第314条の2第2項に掲げる金額に50万円に当
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該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその
発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯
所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の
納付義務者であって前2号に該当する者以外のもの イに掲げる額に当該世帯に属
する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とさ
れるものの数を乗じて得た額とロに掲げる額とを合算した額
イ 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の2を乗じて得た
額
ロ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の2を乗じて得た額
2 第13条第2項及び第3項の規定は、前項各号イ及びロに規定する額（前項に規定する
第1号の一人当たり軽減額、第2号の一人当たり軽減額及び第3号の一人当たり軽減
額）の決定について準用する。この場合において、第13条第2項及び第3号の規定中
「保険料率」とあるのは「額」（「第1号の一人当たり軽減額、第2号の一人当たり
軽減額及び第3号の一人当たり軽減額」）と読み替えるものとする。
3 前2項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合に
おいて、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第
11条又は第13条の2」とあるのは「第13条の5の3又は第13条の5の6」と、「58万円」
とあるのは「19万円」と、第2項中「第13条」とあるのは「第13条の5の5」と読み替
えるものとする。
4 第1項及び第2項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合に
おいて、第1項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第11条又は
第13条の2」とあるのは「第13条の7」と、「58万円」とあるのは「16万円」と、第2
項中「第13条」とあるのは「第13条の9」と読み替えるものとする。

（特例対象被保険者等の特例）
第17条の2 世帯主又は当該世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特
例対象被保険者等である場合における第12条第1項及び前条第1項の規定の適用につ
いては、第12条第1項中「規定する総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（特
例対象被保険者等の総所得金額に所得税法第28条第1項に規定する給与所得が含ま
れている場合においては、当該給与所得については、同条第2項の規定によって計算
した金額の100分の30に相当する金額によるものとする。第2項において同じ。）」
と、「所得の金額（同法」とあるのは「所得の金額（地方税法」と、前条第1項第1
号中「総所得金額（」とあるのは「総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金額
に所得税法第28条第1項に規定する給与所得が含まれている場合においては、当該給
与所得については、同条第2項の規定によって計算した金額の100分の30に相当する
金額によるものとする。」と、「ついては、同法」とあるのは「ついては、地方税
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法」とする。

（保険料の額の通知）
第18条 保険料の額が定まったときは、市長は、速やかに、これを世帯主に通知しな
ければならない。その額に変更があったときも、同様とする。

（延滞金）
第19条 保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合においては、
当該納付金額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額が2,0
00円以上（1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）であるときは、
当該金額につき年8.9パーセント（納期限の翌日から1か月を経過する日までの期間
については、年2.6パーセント）の割合をもって計算した金額（100円未満の端数が
あるときは、これを切り捨てる。）に相当する延滞金額を加算して納付しなければ
ならない。ただし、延滞金が1,000円未満である時は、この限りでない。
2 前項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たり
の割合とする。

（徴収猶予）
第20条 市長は、保険料の納付義務者が次の各号のいずれかに該当することによりそ
の納付すべき保険料の全部又は一部を一時に納付することができないと認める場合
においては、その申請によって、その納付することができないと認められる金額を
限度として、6か月以内の期間を限って徴収猶予することができる。
（1）納付義務者がその資産について震災、風水害、落雷、火災若しくはこれに類す
る災害を受け、又はその資産を盗まれたとき。
（2）納付義務者がその事業又は業務を廃止し、又は休止したとき。
（3）納付義務者がその事業又は業務について甚大な損害を受けたとき。
（4）前各号に掲げる理由に類する理由があったとき。
2 前項の申請をすべき者は、次に掲げる事項を記載した申請書に徴収猶予を必要とす
る理由を証明すべき書類を添付して、市長に提出しなければならない。
（1）氏名及び住所
（2）納期限及び保険料の額
（3）徴収猶予を必要とする理由

（保険料の減免）
第21条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると認められるも
のに対し、保険料を減免する。
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（1） 災害等により生活が著しく困難となった者又はこれに準ずると認められる者
（2）次のいずれにも該当する者（資格取得日の属する月以後2年を経過する月まで
の間に限る。）の属する世帯の納付義務者
イ 被保険者の資格を取得した日において、65歳以上である者
ロ 被保険者の資格を取得した日の前日において、次のいずれかに該当する者（当
該資格を取得した日において、高齢者医療確保法の規定による被保険者となった者
に限る。）の被扶養者であった者
1 健康保険法の規定による被保険者。ただし、同法第３条第２項の規定による日
雇特例被保険者を除く。
2 船員保険法の規定による被保険者
3 国家公務員共済組合法又は地方公務員等共済組合法に基づく共済組合の組合
員
4 私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）の規定による私立学校教職員
共済制度の加入者
5 健康保険法第126条の規定により日雇特例被保険者手帳の交付を受け、その手
帳に健康保険印紙をはり付けるべき余白がなくなるに至るまでの間にある者。ただ
し、同法第3条第2項ただし書の規定による承認を受けて同項の規定による日雇特例
被保険者とならない期間内にある者及び同法第126条第3項の規定により当該日雇特
例被保険者手帳を返納した者を除く。
（3）その他特別な事情がある者
2 前項の規定によって保険料の減免を受けようとする者は、納期限前7日までに次に
掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする理由を証明する書類を添付し
て市長に提出しなければならない。
(1)氏名及び住所
(2)納期限及び保険料の額
(3)減免を受けようとする理由
3 第１項の規定によって保険料の減免を受けた者は、その理由が消滅した場合におい
ては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。

（保険料に関する申告）
第21条の2 保険料の納付義務者は、4月15日まで（保険料の賦課期日後に納付義務が
発生した者は、当該納付義務が発生した日から15日以内）に、当該納付義務者及び
その世帯に属する被保険者の所得その他市長が必要と認める事項を記載した申告書
を市長に提出しなければならない。ただし、当該納付義務者及びその世帯に属する
被保険者の前年中の所得につき地方税法第317条の2第1項の申告書が市長に提出さ
れている場合又は当該納付義務者及びその世帯に属する被保険者が同項ただし書に
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規定する者（同項ただし書の条例で定める者を除く。）である場合においては、こ
の限りでない。

（特例対象被保険者等に係る届出）
第21条の3 特例対象被保険者等の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項を記載した
届書を市長に提出しなければならない。
(1) 氏名及び住所
(2) 特例対象被保険者等の氏名
(3) 離職年月日
(4) 離職理由
(5) その他市長が必要と認めるもの
2 前項の届出は、特例対象被保険者等の雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第3
号）第17条の2第1項第1号に規定する雇用保険受給資格者証を提示して行わなければ
ならない。

第7章 罰則

第7章 罰則

第22条 市は、世帯主が法第9条第1項若しくは第9項の規定による届出をせず、若しく
は虚偽の届出をした場合又は同条第3項若しくは第4項の規定により被保険者証の返

還を求められてこれに応じない場合においては、その者に対し10万円以下の過料を

科する。

第11条 市は、世帯主が法第9条第1項若しくは第9項の規定による届出をせず、若しく

は虚偽の届出をした場合又は同条第3項若しくは第4項の規定により被保険者証の返

還を求められてこれに応じない場合においては、その者に対し10万円以下の過料を

科する。

第23条 市は、世帯主又は世帯主であった者が正当の理由なしに法第113条の規定によ
り文書その他の物件の提示若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同条の規

定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、10

万円以下の過料を科する。

第12条 市は、世帯主又は世帯主であった者が正当の理由なしに法第113条の規定によ

り文書その他の物件の提示若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同条の規

定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、10

万円以下の過料を科する。

第24条 市は、偽りその他不正の行為により、一部負担金及びこの条例に規定する過
料の徴収を免かれた者に対し、その徴収を免かれた金額の5倍に相当する金額以下の

過料を科する。

第13条 市は、偽りその他不正の行為により、一部負担金及びこの条例に規定する過

料の徴収を免かれた者に対し、その徴収を免かれた金額の5倍に相当する金額以下の

過料を科する。

第25条 前3条の過料の額は、情状により、市長が定める。 第14条 前3条の過料の額は、情状により、市長が定める。

2 前3条の過料を徴収する場合において発する納額告知書に指定すべき納期限は、そ

の発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。

2 前3条の過料を徴収する場合において発する納額告知書に指定すべき納期限は、そ

の発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。

附 則 附 則

(施行期日) (施行期日)

1 この条例は、昭和43年11月1日から施行する。 1 この条例は、昭和43年11月1日から施行する。



17/17

(経過規定) (経過規定)

2 昭和43年11月1日前の被保険者の出産にかかる助産費及び育児手当金の取扱いにつ

いては、なお従前の例による。

附 則

（施行期日）
1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。

（経過措置）
2 この条例による改正後の第2章の規定については、平成31年4月1日より適用し、平
成31年3月31日までは、従前に例による。
3 この条例による改正後の第6章の規定は、平成30年度以後の年度分の保険料につい
て適用し、平成29年度以前の年度分の保険税については、野田市国民健康保険税条
例（昭和43年10月8日条例第25号）の例による。

2 昭和43年11月1日前の被保険者の出産にかかる助産費及び育児手当金の取扱いにつ

いては、なお従前の例による。



○野田市国民健康保険条例

昭和４３年１０月８日

野田市条例第２５号

野田市国民健康保険条例（昭和３４年野田市条例第９号）の全部を改正する。

目次

第１章 野田市が行う国民健康保険（第１条）

第２章 国民健康保険運営協議会（第２条・第３条）

第３章 被保険者（第４条・第４条の２）

第４章 保険給付（第５条―第８条の２）

第５章 保健事業（第９条）

第６章 国民健康保険税（第１０条）

第７章 罰則（第１１条―第１４条）

附則

第１章 野田市が行う国民健康保険

（野田市が行う国民健康保険）

第１条 野田市（以下「市」という。）が行う国民健康保険については、法令

に定があるもののほか、この条例の定めるところによる。

第２章 国民健康保険運営協議会

（国民健康保険運営協議会の委員の定数）

第２条 国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）の委員の定数は、

次に定めるところによる。

（１） 被保険者を代表する委員 ５人

（２） 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ５人

（３） 公益を代表する委員 ５人

２ 前項第１号に規定する委員のうち２人以上は、公募に応じた市民とするも

のとする。

（平２０条例５・平２５条例６・平２８条例２１・一部改正）

（規則への委任）

第３条 前条に定めるもののほか、協議会に関して必要な事項は、規則で定め



る。

第３章 被保険者

第４条 削除

（被保険者としない者）

第４条の２ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）の規定による養護老人

ホーム又は特別養護老人ホームに収容されている者であって、市長が当該施

設の長の意見に基づいて認定した者は、被保険者としない。

第４章 保険給付

（一部負担金）

第５条 保険医療機関又は保険薬局について療養の給付を受ける被保険者は、

その給付を受ける際、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」

という。）第４２条の規定による一部負担金を当該保険医療機関又は保険薬

局に支払わなければならない。

（平１８条例３４・全改）

（出産育児一時金）

第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対

し、出産育児一時金として４０万４，０００円を支給する。ただし、市長 が

健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）第３６条の規定を勘案し、

必要があると認めるときは、４０万４，０００円に、３万円を超えない範囲

内で規則で定める額を加算するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、

健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７

３号）、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号。他の法律にお

いて準用し、又は例による場合を含む。次条第２項において同じ。）又は地

方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）の規定によって、これ

に相当する給付を受けることができる場合には、行わない。

（平１８条例３４・平２０条例５・平２０条例２８・平２３条例９・平

２６条例２８・一部改正）

（葬祭費）

第７条 被保険者が死亡したときは、その者の葬祭を行う者に対し、葬祭費と



して５万円を支給する。

２ 前項の規定にかかわらず、葬祭費の支給は、同一の死亡につき、健康保険

法、船員保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法又は高齢

者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の規定によって、

これに相当する給付を受けることができる場合には、行わない。

（平１８条例３４・平２０条例５・一部改正）

第８条 削除

第８条の２ この章に定めるもののほか、保険給付に関して必要な事項は規則

で定める。

第５章 保健事業

（保健事業）

第９条 市は、法第７２条の４に規定する特定健康診査等を行うものとするほ

か、これらの事業以外の事業であって、被保険者の健康の保持増進のため次

に掲げる事業を行う。

（１） 健康教育

（２） 健康相談

（３） 健康診査

（４） はり、きゅう、あん摩、マッサージ及び指圧の施術

（５） その他被保険者の健康の保持増進又は保険給付のために必要な事業

（平２０条例５・平２５条例６・一部改正）

第６章 国民健康保険税

（国民健康保険税）

第１０条 市は、世帯主に対して、別に定めるところにより国民健康保険 税を

課する。

第７章 罰則

第１１条 市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第９項の規定による届出を

せず、若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若しくは第４項の規定

により被保険者証の返還を求められてこれに応じない場合においては、その

者に対し１０万円以下の過料を科する。

第１２条 市は、世帯主又は世帯主であった者が正当の理由なしに法第１１３



条の規定により文書その他の物件の提示若しくは提示を命ぜられてこれに従

わず、又は同条の規定による当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚

偽の答弁をしたときは、１０万円以下の過料を科する。

第１３条 市は、偽りその他不正の行為により、一部負担金及びこの条例に規

定する過料の徴収を免かれた者に対し、その徴収を免かれた金額の５倍に相

当する金額以下の過料を科する。

第１４条 前３条の過料の額は、情状により、市長が定める。

２ 前３条の過料を徴収する場合において発する納額告知書に指定すべき納期

限は、その発付の日から起算して１０日以上を経過した日とする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、昭和４３年１１月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和４３年１１月１日前の被保険者の出産にかかる助産費及び育児手当金

の取扱いについては、なお従前の例による。

附 則（昭和４５年３月２５日野田市条例第８号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和４５年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和４５年４月１日前の被保険者の出産にかかるものの取扱いについては、

なお従前の例による。

附 則（昭和４６年３月３０日野田市条例第８号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和４６年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和４６年４月１日前の被保険者の出生、死亡又は育児 にかかる助産費、

装祭費又は育児手当金の支給については、なお従前の例による。

３ 高齢者療養費付加金は、当該診療を受けた日がこの条例施行日以後のもの

について適用する。

附 則（昭和４６年８月２８日野田市条例第２７号）



（施行期日）

１ この条例は、昭和４６年９月１日から施行する。

（経過規定）

２ この条例施行前に受けた診療にかかる療養の給付の適用及び高齢者療養費

付加金の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和４７年４月１日野田市条例第１８号）

この条例は、昭和４７年４月１日から施行する。

附 則（昭和４７年１２月２３日野田市条例第４０号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和４８年１月１日から施行する。

（経過規定）

２ この条例の施行前に受けた診療にかかる一部負担金については、この条例

による改正前の野田市国民健康保険条例（昭和４３年野田市条例第２５号）

第５条第４項及び第５項の規定によるものに限り、なお従前の例による。

附 則（昭和４９年４月６日野田市条例第１３号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和４９年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和４９年４月１日前の被保険者の死亡にかかる葬祭費又は育児にかかる

育児手当金の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和４９年６月２７日野田市条例第２９号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和４９年７月１日から施行する。

（経過規定）

２ この条例の施行前に受けた診療にかかる一部負担金については、この条例

による改正前の野田市国民健康保険条例（昭和４３年野田市条例第２５号）

第５条第４項及び第５項の規定によるものに限り、なお従前の例による。

附 則（昭和５０年４月１日野田市条例第２０号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和５０年４月１日から施行する。



（経過規定）

２ 昭和５０年４月１日前の被保険者の出生にかかる助産費の支給については、

なお従前の例による。

附 則（昭和５０年７月１０日野田市条例第２８号）

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和５０年７月１日から適用する。

（経過規定）

２ 昭和５０年７月１日前の被保険者の出産にかかる助産費並びに育児手当金

の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和５０年１１月５日野田市条例第３４号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（昭和５１年１０月１３日野田市条例第２５号）

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の規定は、昭和５１年４月１日

から適用する。

（経過規定）

２ 昭和５１年４月１日前の被保険者の出産にかかる助産費及び死亡にかかる

葬祭費の支給については、なお従前の例による。

３ 昭和５１年４月１日以後の被保険者の出産にかかる助産費及び死亡にかか

る葬祭費で、昭和５１年４月１日以後改正前の野田市国民健康保険条例の規

定により支給を受けた額は、改正後の条例の規定による助産費及び葬祭費の

支給額の内払とみなす。

附 則（昭和５３年４月１日野田市条例第１２号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和５３年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和５３年４月１日前の被保険者の出産又は死亡にかかる助産費又は葬祭

費の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和５３年７月１０日野田市条例第２０号）

（施行期日）



１ この条例は、公布の日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第６条第２項の規定は、

この条例の施行の日から６月を経過した日以降の出産から適用する。

附 則（昭和５４年４月１日野田市条例第８号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和５４年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和５４年４月１日前の被保険者の出産又は死亡にかかる助産費又は葬祭

費の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和５５年３月２９日野田市条例第３号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和５５年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和５５年４月１日前の被保険者の出産又は死亡にかかる助産費又は葬祭

費の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和５６年３月３１日野田市条例第２号）

この条例は、昭和５６年４月１日から施行する。

附 則（昭和５７年３月３１日野田市条例第７号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和５７年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和５７年４月１日前の被保険者の出産又は死亡にかかる助産費又は葬祭

費の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和５７年１２月２５日条例第２５号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和５８年２月１日から施行する。

（経過規定）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第１１条及び第１２条の

規定は、昭和５８年２月１日以後の行為から適用し、同日前の行為に対する



罰則の適用については、なお従前の例による。

附 則（昭和５８年３月３０日野田市条例第４号）

この条例は、昭和５８年４月１日から施行する。

附 則（昭和５９年３月３１日野田市条例第３号）

（施行期日）

１ この条例は、昭和５９年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ 昭和５９年４月１日前の被保険者の出産又は死亡にかかる助産費又は葬祭

費の支給については、なお従前の例による。

附 則（昭和５９年９月２９日野田市条例第１９号）

（施行期日）

１ この条例は、健康保険法等の一部を改正する法律（昭和５９年法律第７７

号。附則第１条中ただし書に規定する部分を除く。）の施行の日から施行す

る。

（経過規定）

２ この条例の施行前に行われた療養の給付に関する一部負担金の割合につい

ては、なお従前の例による。

附 則（昭和６１年３月３１日野田市条例第６号）

この条例は、昭和６１年４月１日から施行する。

附 則（昭和６２年６月３０日野田市条例第１６号）

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過規定）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第１１条の規定は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）から適用し、施行日前の行為に

対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附 則（平成元年９月３０日野田市条例第２３号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成３年３月２６日野田市条例第９号）

この条例は、平成３年４月１日から施行する。



附 則（平成４年３月３１日野田市条例第８号）

（施行期日）

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。

（経過規定）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第６条第１項及び第７条

の規定は、平成４年４月１日以後の被保険者の出産又は死亡にかかる助産費

又は葬祭費の支給について適用し、同日前の助産費又は葬祭費の支給につい

ては、なお従前の例による。

附 則（平成６年９月３０日野田市条例第２１号）

（施行期日）

１ この条例は、平成６年１０月１日から施行する。ただし、目次の改正規定、

第５章の章名の改正規定及び第９条の改正規定は、平成７年４月１日から施

行する。

（経過規定）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第６条の規定は、平成６

年１０月１日以後の被保険者の出産にかかる出産育児一時金の支給について

適用し、同日前の出産にかかる支給については、なお従前の例による。

附 則（平成９年３月３１日野田市条例第２号）

この条例は、平成９年４月１日から施行する。

附 則（平成１２年３月３１日野田市条例第６号抄）

（施行期日）

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。

（罰則の適用に係る経過措置）

４ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の

例による。

附 則（平成１４年９月３０日野田市条例第２２号）

この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。

附 則（平成１４年１２月２７日野田市条例第２３号）

この条例は、平成１５年１月１日から施行する。

附 則（平成１５年３月２５日野田市条例第２号）



この条例は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年９月２９日野田市条例第３４号）

（施行期日）

１ この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。

（経過規定）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第６条第１項及び第７条

の規定は、施行の日（以下この項において「施行日」という。）以後の被保

険者の出産に係る出産育児一時金又は死亡に係る葬祭費の支給から適用し、

施行日前の被保険者の出産に係る出産育児一時金又は死亡に係る葬祭費の支

給については、なお従前の例による。

附 則（平成２０年３月３１日野田市条例第５号）

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、第２条第４号の改

正規定は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則（平成２０年１２月２５日野田市条例第２８号）

（施行期日）

１ この条例は、平成２１年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第６条第１項ただし書の

規定は、この条例の施行の日以後の被保険者の出産に係る出産育児一時金の

支給から適用し、同日前の被保険者の出産に係る出産育児一時金の支給につ

いては、なお従前の例による。

附 則（平成２１年９月３０日野田市条例第２６号）

この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。

附 則（平成２３年３月３１日野田市条例第９号）

（施行期日）

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第６条第１項の規定は、

この条例の施行の日以後の被保険者の出産に係る出産育児一時金の支給から

適用し、同日前の被保険者の出産に係る出産育児一時金の支給については、



なお従前の例による。

附 則（平成２５年３月２７日野田市条例第６号）

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年１２月２５日野田市条例第２８号）

（施行期日）

１ この条例は、平成２７年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の野田市国民健康保険条例第６条第１項 の規定は、

この条例の施行の日以後の被保険者の出産に係る出産育児一時金の支給から

適用し、同日前の被保険者の出産に係る出産育児一時金の支給については、

なお従前の例による。

附 則（平成２８年７月２９日野田市条例第２１号抄）

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行す

る。

（１） 略

（２） 第１条の規定 平成２９年４月１日



《資料1》基金投入によるシミュレーション医療分支援分介護分現行税額との比較基金投入パターン基金投入額ケース応能応益応能応益応能応益総調定額調定増率（今年度との比較）応能応益保険基盤安定　繰入金所得割資産割均等割平等割所得割均等割所得割均等割増額数減額数H29年度現行一7．16％5．00％26，200円25，000円t84％10，000円t50％12，200円4，081，156，600円一52．93％47．07％一一一標準保険料率1億6800万円仮6．90％一14，700円34，900円2．75％11，800円2．24％13，300円4」33，900，300円t29％56．41％43．59％10，889世帯12，449世帯506，793，295円2億6700万円16．46％一14，700円34，900円2．75％11，800円2．24％13，300円4，034，924500円司」3％55．43％44．57％826ブ世帯15，097世帯506，793295円　1億円　　十調定不足額2億8600万円26．68％一董3，800円33，500円2．75％1t800円2．24％13，300円4，033，966，400円一1ヨ6％56．78％43．22％5，777世帯18，915世帯489，500，230円3億0200万円36．90％一13，000円32，000円2．75％11，800円2．24％13，300円4，034，689，900円一t14％58．11％4t89％5，781世帯18，945世帯472．58W910円3億6800万円46．02％一14，700円34，900円2．75％11，800円2．24％13，300円3，934，625，500円一3．59％54．40％45．60％4，963世帯18β66世帯506，793，295円　2億円　　十調定不足額4億0200万円56．46％一13」00円31，800円2．75％11β00円2．24％13，300円3，934，767，000円一3．59％57」6％42．84％3，045世帯21，720世帯472，351，495円4億3400万円66．90％一11，700円28，500円2．75％11，800円2．24％13，300円3，936，378，400円一3．55％59．89％40．：11％　i3，800世帯20，972世帯438，659，395円4億6700万円5．59％一14，700円34，900円2．75％11，800円2．24％13，300円3，835，014，400円一6．03％53．34％46．66％　13，986世帯19，378世帯506，793，295円　3億円　　十調定不足額5億1500万円86．19％一12，600円30，400円2．75％11，800円2．24％13，300円3，834，688，700円一6．04％57．44％　142．56％　‘，　1β39世帯22，939世帯458，978，470円5億7000万円96．90％一＿10，300円25，000円2．75％11，800円2．24％13，300円3，835，453，800円一6．02％61．84％　138，116％2，582世帯22」99世帯403，756，765円5億7400万円105．29％一14，300円34，000円2．75％11，800円2．24％13，300円3，7372董OJOO円一8．43％53．12％46．88％　1286世帯24，012世帯497，426，290円保険料増額させない投入額（上限額増額対象者除く）5億3700万円115．50％一14，000円34000円2．75％11，800円2．24％13，300円3，777，996200円一7．43％53．72％46．28％328世帯24，449世帯494，486，260円5億3900万円125．51％一13，900円34，000円2．75％11，800円2．24％13，300円3，776，908，400円一7．45％53．79％　｝46．21％　‘329世帯24，466世帯493，506，250円【ケース説明】　標準保険料率【仮ケース】から応能のみ下げる（1、4、7）　応能、応益の比率を保ちつつ両方下げる（2、5、8）　　　　　　　H29年度保険料率より個別保険料率を算定し保険料を増額させない保険料率等に調整（10、11、12）　　　　　　　※均等割と平等割は調定比において約58：42に設定した。応益のみ下げる（3、6、9）＃ケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2−1》【ケース1】基金1億投入し医療応能分で調整《医療応能54：応益46（所得割6．4696、均等割14，700円、平等割34，900円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一1．13％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一4，01％1，8513，0071，1736ρ31一12．09％09470947司4．28％02000200一16．36％067067一18．61％0350351β514，256t173Z2801円〜33万円一6．17％299741255f，295一14．64％04050405一14，67％01120f12一15．69％033033一20．27％0150152991β06255t860〜100万未満二〇，50％1β10896342，240一7．60％121，46121，475一9．88％02740274引．45％064064一13．80％0410411，3222，736364ρ94〜200万未満2．40％1，887405182，310一4．48％2232，50752，735一6．07％34440447一7．32％11730174一8．42％1780792，1153，607235，745〜300万未満3．58％792926890一1．98％270t24201，512一3．51％583400398一4．56％11710172一6．36％0970971，121t94263ρ69〜400万未満4．27％278221301一〇．43％1694320601一1．29％861350221一2．74％1680096一5．35％q6006054972911，279〜500万未満4．67％109601150．30％751604239一〇．42％54720126一1．34％2736063一3．97％1360372663104580〜600万未満3．16％4762550．93％546021160．98％33261600．95％238031一2．57％5180231621185285〜700万未満4．05％2570320．90％34351700．91％28210490．18％1390220．49％78015107801188〜800万未満5．46％1110123．17％4460504．32％2230254．44％1820204．66％7007102120114〜900万未満9．42％1400148．04％2800287．73％1500157．51％2200226．79％8109871088〜1，000万未満6．95％1300136．95％1900197．99％50056．58％80087．61％50055000501，000万以上5．03％3500355．29％9800985．76％4700474．97％2200226．08％340034236002364，034，924，5001．46％6，6715，1831，48913，343一2．35％1，0267，255148，295一2．16％3511，62711，979一2．08％1516430794一3．19％6838904578，26715，0971，50424，868【ケース2】基金1億投入し医療応能・応益両方で調整《医療応能56：応益44（所得割6．6896、均等割13，800円、平等割33，500円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．　75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一1．16％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計減額増減無総計未申告または0円一7．36％05，991406，031一14．89％09470947一17．15％02000200一19．10％067067一21．36％3503507，240407，2801円〜33万円一9．51％01，29051，295一17．38％04050405一17．50％0臼20112一18．34％033033一22．86％01501501，85551，860〜100万未満一1．70％6931，474732，240一8．72％5t46911，475一11．33％02740274一13，12％064064一15．43％0410，416983，322744094〜200万未満2．51％1，848440222，310一4．79％1942，535’　　62，735一6．49％34440447一7．83％11730174一9．00％1‘780792，0473，670285，745〜300万未満4．44％840437890一1．59％2811，22741，512一3．48％613352398一4．63％11710172一6．56％0970971」831，873133，069〜400万未満5．49％2841613010．41％2313628601一〇．79％901310221一2．45％1977096一5．31％ol6006062464691，279〜500万未満6．10％110501151．43％1766122390．38％58671126一〇．74％3031263一3．62％5320373791965580〜600万未満4．78％5122552．23％952101162．01％39210601．77％265031一2．00％1013023221622285〜700万未満5．72％2840322．35％56140702．10％33160491．18％148一　〇221．29％78015138500188〜800万未満7．24％1200124．78％5000505．73％2500255．60％2000205．29％7‘007114001｛4〜900万未満10．15％1400148．89％2800288．61％1500157．88％2200227．11％8109871088〜1，000万未満6．95％1300136．97％1900197．99％50056．58％80087．61％50055000501，000万以上5．03％3500355．30％9800985．76％4700474．97％2200226．08％340034236002364，033，966，4001．13％3，9289，26515013，343一2．21％1，2337，041218，295一2．02％3761，60031，979一1．97％1636292794一3．26％7738004575，77718，91517624，868【ケース3】基金1億投入し医療応益分で調整《医療応能58：応益42（所得割6．　90％、均等割13，000円、平等割32，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．　24％、均等割13，　300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一1．14％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額　●増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一10．47％05，991406ρ31一17．62％09470947司9．70％02000200一21．67％067067一23．89％03503507，24040�u　7，2801円〜33万円一12．55％01，29051295一20．05％04050405一19．98％01120112一20．82％033033一25．21％01501501，85551，860〜100万未満一2．89％3971，801422，240一9．79％2t47301，475一12．68％02740274一14．67％064064一16，92％0410413993，653424094〜200万未満2．63％1，827451322，310一5．06％1682，56522，735一6．83％34440447一8．24％11730174一9．47％1780792，0003，711345，745〜300万未満5．30％855314890一1．17％3161」924t512一3．39％713261398一4．63％11710172一6．66％096197輻2431，816103，069〜400万未満6．71％2881213011．27％4051915601一〇．25％921290221一2．臼％2769096一5．18％．　2580608144596f，279〜500万未満7．52％112301152．58％2073202391．22％73512126一〇．10％3429063一3．20％9280374351432580〜600万未満6．40％5212一553．55％10213で1佃3．08％49110602．63％283031一1．37％1112023242403285〜700万未満7．39％2930323．82％60100703．32％4450492．21％1750222．16％105015160280188〜800万未満9．03％1200126．39％5000507．17％2500256．79％2000205．95％700711400114〜900万未満10．29％1400149．37％2800289．26％1500158．19％2200227．45％9009880088〜1，000万未満6．95％1300136．98％1900197．99％50056．58％80087．61％50055000501，000万以上5．03％3500355．30％9800985．76％4700474．97％2200226．08％34　．0034236002364，034，689，9000．83％3，6349，58312613，343一2．04％1，4556，828128，295一1．82％4241，55231，979一1．81％1806140794一3．25％88368・一14575，78118，94514224，868koケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2−2》【ケース4】基金2億投入し医療応能分で調整《医療応能52：応益47（所得割6．0296、均等割14，700円、平等割34，900円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一3．59％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一4．01％1，8513，0071」736，031一12．09％09470947一14．28％02000200一16．36％067067司8．61％035035t8514，2561日737，2801円〜33万円一6．17％2997412551，295一14．64％04050405一14．67％01120臼2一15．69％033033一20．27％0150152991β062551，860〜100万未満一2．29％5291，631802，240一9、23％01，47501，475一11．08％02740L274一12、35％064064一14．74％0410415293鴻85804094〜200万未満一〇．44％7931，505122，310一6．86％202，7｛142，735一8．21％14460447一9．32％01740174一10．30％0790798144915165，745〜300万未満0．18％3755114890一4．96％f351，37251，512一6．02％00398一6．93％11710172一8．60％0970975112，54993ρ69〜400万未満0．62％1561441301一3．77％1214791601一4．22％42170221一5．42％096096一7．81％06006028199621，279〜500万未満0．87％64510臼5一3．30％521870239一3．62％151092126一4．30％063063一6．69％0370371314472580〜600万未満一〇．88％1736255一2．77％31850f16一2．41％2238060一2．15％130031一5．47％023023712122285〜700万未満0．07％1715032一2．97％1852070一2．63％940049一3．15％319022一2．79％411015511370188〜800万未満1．28％75012一〇．91％20300500．42％14110250．72％10100200．95％430755590114〜900万未満5．82％1400144．61％2620283．77％1500155．47％2200225．17％7209844088〜1，000万未満6．86％1300136．84％1900197．99％50056．58％80087．61％50055000501，000万以上5．03％3500355．27％9800985．76％4700474．97％2200226．08％340034236002363，934，625，500一〇．91％4，1707，6461，52713，343一4．96％5407，745108，295一4．62％1321，845，　21，979一4．36％677270794一5．14％5440304574，96318，3661，53924，868【ケース5】基金2億投入し医療応能・応益両方で調整《医療応能57：応益43（所得割6．46％、均等割13，100円、平等割31，800円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》、1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一3．59％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一10．69％05，991406，031一17．62％0947　　0947一19．68％02000200一21、62％067067一23．77％03503507，240407，2801円〜33万円一12．82％01，29051，295一20、05％04050405〆−19．97％01120112一20．78％033033一25．15％01501501，85551，860〜100万未満一4．76％2491，968　232，240引．42％01，47501，475一13．84％02740274司5．48％064064一17．76％一04104f2493，822234094〜200万未満一〇．27％7971，503・102，310一7．44％262，70812，735一8．94％14460447一10．18％0・1740174一｛1．27％’1780798254，909115，745〜300万未満1．86％45941813890一4．16％1891，3194輻512一5．88％13970398一6．95％11710172一8．82％0970976502，402173ρ69〜400万未満3．04％236632301一2．08％1504501601一3．15％421790221一4．75％096096一7．57％06006042884831，279〜500万未満3．71％96190115一1．02％62176で239一1．96％42840126一3．03％756063一5．87％0370372073721580〜600万未満2．35％449255一〇．15％43730116一〇．29％3030060一〇．44％1714031一4．22％d230231341492285〜700万未満3．39％238132一〇．04％2248070一〇．20％2524049一1．09％12‘10022一1．07％6901588991188〜800万未満4．85％月10122．31％38120503．28％2140253．23％1730203．06％430791230114〜900万未満9．15％1400147．51％2800286．96％1500157．04％2200226．33％8109871088〜1，000万未満6．95％1300136．95％1900197．99％50056．58％1　　80087．61％50055000501，000万以上5．」03％3500355．28％9800985．76％4700474．97％2200226．08％340034236002363，934，767，000一1．60％1，97711，2709613，343一4．64％6757，61378，295一4．22％2291，75001，979一4．00％1066880794一5、10％5839904573，04521，72010324，868【ケース6】基金2億投入し医療応益分で調整《医療応能61：応益39（所得割6．9096、均等割11，700円、平等割28，500円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．75％、均等割11，800円（介護）所得割2．　24％、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一3．55％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一17．38％059911　406，031一23，23％09470947一24．83％02000200一26．53％067067一28．50％03503507，240407，2801円〜33万円一19．49％01，2905t295一25．62％04050405一25．02％0で120112一25．55％033033一29．55％01501501β5551，860〜100万未満一7．22％652」55202，240一13．50％0t4750t475一16．38％02740274一18．36％064064一20，46％041041654009204094〜200万未満一〇．08％9281，364182，310一7．93％342，70012，735一9．52％14460447一10．86％11730174一12．02％1780799654761195，745〜300万未満3．54％788966890一3．28％2301，28111，512一5．62％143840398一6．82％11710172一8．86％097097tO332，02973，069〜400万未満5．46％284161301一〇．33％1824190601一1．99％721490221一3．95％591096一7．16％06006054373511，279〜500万未満6．54％112301151．31％163751239一〇．22％52740126一1．64％2439063一4．91％0370373512281580〜600万未満5．58％5122552．50％952｛01161．89％39210601．35％237131一2．84％617023214683285〜700万未満6．72％2930322．91％59110702．28％33160491．05％1480220．77％78015142．460188〜800万未満8．41％1200125．56％5000506．20％2500255．73％2000204．87％700711400114〜900万未満10．27％1400149．18％2800288．92％1500157．95％2200227．04％810987で088〜1，000万未満6．95％1300136．97％1900197．99％50056．58％80087．61％50055000501，000万以上5．03％3500355．30％9800985．76％4700474．97％2200226．08％340034236002363，936，378，400一2．30％2，33110，9209213，343一4．26％9587，33438，295一3．74％3031，67601，979一3．55％1406531794一4．94％6838904573，80020，9729624，868璽rlケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2−3》【ケース7】基金3億投入し医療応能分で調整《医療応能51：応益49（所得割5．5996、均等割14，700円、平等割34，900円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．　75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一6．03％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一4．01％1，8513，0071」736，031一12．09％09470947一14．28％02000200一16．36％067067一18．61％0350351，8514，2561，17372801円〜33万円一6．17％299741255t295一14．64％04050405一14．67％01120112一15．69％033033一20．27％0150152991，3062551β60〜100万未満一4．04％4161，773512，240一10．82％01，4750�d475一12．25％02740274一13．22％，064064一15．67％0410414163，627514094〜200万未満一3．21％6071，691122β10一9．20％02，73502，735一10．30％04470447司1．27％01740174一12，13％0790796075，126125，745〜300万未満一3．14％2796056890一7．88％01，5120t512一8．49％03980398一9．25％01720172一10．78％0970972792，784631069〜400万未満一2．94％1121872301一7．04％06010601一7．08％02210221一8．04％096096一10．22％0600601121，16521279〜500万未満一2．84％49651115一6．81％02390239一6．74％01260126一7．19％063063一9．35％037037495301580〜600万未満一4．82％1240355一6．38％01160116一5．72％060060一5．18％031031一8．30％023023122703285〜700万未満一3．82％922132一6．75％070070一6．09％049049一6．40％022022一5．99％01501591781188〜800万未満一2．79％39012一4．90％149050一3．39％223025一2．92％317020一2．71％2507111030114〜900万未満1．09％1130140．09％14で4028一〇．60％4110151．72％2020222．29％63095533088〜1，000万未満4．80％f300134．09％1900196．37％50055．52％80087．33％50055000501，000万以上5．03％3500355．25％9800985．76％4700474．97％2200226．06％340034236002363，835，014，400一3、25％3，6968，1431，50413，343一7、55％1328，16308，295一7．04％581，92101，979一6．73％537410794一7．10％4741004573，98619，3781，50424，868【ケース8】基金3億投入し医療応能・応益両方で調整《医療応能57：応益43（所得割6．1996、均等割12，600円、平等割30，400円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，SeO円（介護）所得割2．24％、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一6．04％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一13．27％05，99f406，031一19、91％09470947一21．68％02000200一23．46％067067一25．55％03503507，240407，2801円〜33万円一15，35％0L2905で，295一22．35％04050405一21．93％011201f2一22．57％033033一26．79％01501501，85551，860〜100万未満一7．57％32，226112，240一13．88％0輻47501，475一16．01％0’2740274一17．48％064064一19．72％04で04134080114094〜200万未満一3．08％557L729242）3｛0一10．04％02，73502，735一11．30％14460447一12．42％01740174一13．41％0790795585」63245，745〜300万未満一〇．92％3685184890一6．82％141，49711，512一8．30％03980398一9．26％1｛710172一11．06％0970973832，68153，069〜400万未満0．31％1551451301一4．76％815191601一5．63％12200221一7．12％096096一9．86％0600602371ρ402毛279〜500万未満0．99％64510115一3．73％511880239一4．48％0’1260126一5，45％063063一8．21％o370371154650580〜600万未満一〇．45％1736255一2，83％31850116一2．84％2040060一2．85％130031一6．57％023023692142285〜700万未満0．68％1715032一2．78％1851170一2．78％940049一3．59％022022一3．62％312015471401188〜800万未満2．04％84012一〇．52％20300500．51％14110250．51％10100200．19％430756580114〜900万未満6．81％1400145．23％2710284．05％1500155．46％2200224．80％7209853088〜1，000万未満6．95％1300136．88％190　’　　0197．99％50056．58％80087．61％与0055000501，000万以上5．03％3500355．27％・9800985．76％4700474．97％2200226．08％340034236002363，834，688，700一4．26％1，25112，0058713，343一7．12％3597，93338，295一6．49％1121，86701，979一6．10％647300794一6．97％5340404571，83922，9399024，868【ケース9】基金3億投入し医療応益分で調整《医療応能64：応益36（所得割6．90％、均等割10，300円、平等割25，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯・3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一6．02％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一24．33％05，991406，031一28．92％09470947一30．04％02000200一31．49％067067一33’37％03503507，240407，2801円〜33万円一26．45％01，29051，295一31．24％04050405一30．12％01120112一30．35％033033一34．14％01501501，85551，860〜100万未満一11．64％22，227112，240ヰ7．32％01，4750t475一20．23％02740274一22．24％064064一24．19％04104124081114094〜200万未満一2．85％505L791142，310一10．89％52，73002，735一12．31％14460447一13．59％01740174一14．70％1780795125，219145，745〜300万未満1．75％47640410890一5。46％104も40441，512一7．94％03980398一9．11％11710172一11．18％0970975812474143，069〜400万未満4．19％275251301一1．98％1504510601一3．80％301910221一5．87％096096一9．25％06006045582311，279〜500万未満5．54％11050115一〇．01％731660239一1．72％44820126一3．26％657063一6．70％0370372333470580〜600万未満4．75％5122551．42％853101160．65％32280600．02％1813031一4．39％023023186972285〜700万未満6．04％2840321．97％56140701．20％2920049一〇．17％139022一〇，70％69015132560188〜800万未満7．78％1200124．71％4910505．19％241025463％1820203．72％520710860114〜900万未満10．23％1400148．95％2800288．44％1500157．67％2200226．61％810987で088〜1，000万未満6．95％1300136．97％1900197．99％50056．58％80087．61％50055000501，000万以上5．03％3500355．29％9800985．76％00474．97％2200226．08％340034236002363，835，453，800一5．48％1，52111，7398313，343一6．55％6677，62448，295一5．74％2271，75201，979一5．38％1086860794一6．73％5939804572，58222，1998724，868麗霧ケース別増減比較表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《資料2−4》【ケース10】保険料増額させない基金投入。医療の応能で調整《医療応能50：応益50（所得割5．2996、均等割14，300円、平等割34，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．7596、均等割11，800円（介護）所得割2．24％、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一8．43％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一5．86％05，5454866，031一13．61％09470947一15．79％02000200一17，78％067067一19．96％03503506，7944867，2801円〜33万円一8．02％01，254411，295一16．f4％04050405一16．17％01120112一17．06％033033一21．55％01501501，81941t860〜100万未満一6．43％02，211292，240ヰ2．96％01，4750t475一14．12％02740274一14．90％064064一17．36％04104104065294，094〜200万未満一5．89％02130372β10一11．63％02，73502，735一12．52％04470447一13．37％01740174一14．15％07907905，73875，745〜300万未満一5，94％08864890一10．51％01，51201，512一10．84％03980398一11．49％01720172一12．95％09709703，06543，069〜400万未満一5．77％03001301一9．77％06010601一9．57％02210221一10．40％096096一12．48％0600600t2781毛279〜500万未満一5．70％01150115一9．62％02390　−　239一9．32％01260126一9．66％063063一11．70％03703705800580〜600万未満一7．79％0532．　55一9，20％01160116一8．37％060060一7．66％031031一10．71％02302302832285〜700万未満一6．72％032032一9．65％070070一8．80％049049一9．01％022022一8．62％01501501880188〜800万未満一5．81％012012一7．91％050050一6．32％025025一5．78％020020一5．69％070701140114〜900万未満一2．38％212014一3．32％325028一3．93％114015一1．40％3f9022一〇．77％54’091474088〜1，000万未満1．19％1120130．56％1090193．43％41052．37％62084．95％500536140501，000万以上4．99％3500355．13％9800985．65％4700474．97％2200226．04％340034236002363，737，210，000一5．75％、　4812，72557013，343司0．00％1118，18408，295一9．30％521，92701，979一8．97％317630794一9．04％44413045728624，01257024，868【ケース11】保険料増額させない基金投入。医療の応能・応益で調整《医療応能51：応益49（所得割5．5096、均等割14，000円、平等割34，　000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．　75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一7．43％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一6．19％05，979526，031一1401％09470947一16．31％02000200一18．38％067067一20．64％03503507，228527，2801円〜33万円一8．27％0t2869毛295一16．50％04050405司6．65％01120れ2一17．64％033033一22．η％01501501β519t860〜100万未満一5．86％02，224162，240一12，55％01，47501，475一13．99％02740274一14．98％064064一η．44％04104104，078164094〜200万未満一4．70％02，30372，310一10．77％02，73502，735一11．83％04470447一12．78％01740174一13．65％079’07905，73875，745〜300万未満一4．43％08864890一9．29％01，51201，512一9．90％03980398司0．66％0｛720172一12，22％09709703ρ6543，069〜400万未満一4．11％03001301一8．33％06010601一8．39％02210221一9．38％096096引，61％0600600毛27811，279〜500万未満一3．95％01150115一8．03％02390239一7．97％01260126一8．46％063063一10．66％d3703705800580〜600万未満一5．92％053255一7．53％01160116一6．90％060060一6．36％031o31一9．55％2302302832285〜700万未満一4，86％032032一7．89％070070一7．23％049049一7．58％022022一7．27％’01501501880188〜800万未満一3．86％0f2012一6．05％149050一4．58％025025一4．16％218020一4．14％160741100114〜900万未満一〇．11％77014一1．18％820028一1．91％3120150．43％1480220．89％63093850088〜1，000万未満3．57％1300132．82％1900195．48％50054．34％80086．49％50055000501，000万以上5．03％3500355．24％9800985．76％4700474．97％2200226．05％34，0034236002363，777，996，200一4．77％5513，1979113，343一8．93％1268，16908，295一8．33％．　　551，92401，979一8．01％467480794一8．31％46411045732824，4499124，868【ケース12】保険料増額させない基金投入。医療の応益で調整《医療応能51：応益49（所得割5．　51　96、均等割13，900円、平等割34，000円）支援・介護　60：40（（支援）所得割2．75％、均等割11，800円（介護）所得割2．2496、均等割13，300円））》1人世帯2人世帯‘　　　　3人世帯4人世帯5人以上世帯計全体の保険料増率　　一7．45％調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計調定額増率増額減額増減無世帯計増額減額増減無総計未申告または0円一6．47％05，991406，031一14．26％09470947一16．53％02000200一18．67％067067一20．90％03503507，240407，2801円〜33万円一8．61％01，29051，295一16、77％04050405一16．88％01120112一17、93％033033一22．44％01501501，85551，860〜100万未満一5．92％02，226142，240一12．63％0毛47501，475一14．12％02740274一15．13％064064一17，61％04104104，080144094〜200万未満一4．70％0230372，310一10．81％02，73502，735一11．89％04470447一12．86％01740174一13．74％07907905，73875，745〜300万未満一4．39％08864890一9．29％0．1，5120輻512一9．94％03980398一10．71％01720172一12，28％09709703C6543，069〜400万未満一4．05％03001301一8．31％06010601一8．39％02210221一9．40％096096一11．66％06006001，27811，279〜500万未満一3．88％01150115一7．99％02390239一7．96％01260126一8．46％063063一10．69％03703705800580〜600万未満一5．85％053255一7．49％01160116一6．87％0600’60一6．35％031031一9．56％02302302832285〜700万未満一4．79％032032一7．83％070070一7．20％049049一7．56％022022一7．27％01501501880188〜800万未満一3．77％012012一5．98％1490504．53％025025一4．13％317020一4．13％160751090114〜900万未満一〇．01％77014一1．10％820028一1．85％3120150．47％1480220．91％63093850088〜1，000万未満3．67％1300132．91％1900195．53％50054．39％80086．51％50055000501，000万以上5．03％3500355．24％9800985．76％4700474．97％2200226．05％340034236002363，776，908，400一4．81％5513，2157313，343一8．95％1268，16908，295一8．35％551，92401，979一8．04％477470794一8．35％46411045732924，4667324，868員3ケース別所得階層別増減世帯数ケース5ケース8ケース11所目　層増減区分轡平均額●平均額平均額1　10万円以上2世帯一128，850円2世帯一129，650円2世帯一127，650円�A50，000円〜99，999円10世帯一61．470円19世帯一59，063円6世帯一63，767円減額�B10，000円〜49，999円499世帯一で6，937円562世帯一17，044円360世帯一16，398円�C51000円〜9，999円1β22世帯一7，026円3．075世帯一6，866円tO68世帯一6，581円未申告または0円�D　1円〜4，999円5，107世帯一2，646円3，582世帯一2，463円5，792世帯一1，595円�E　1円〜4999円世帯世帯世帯�F5，000円〜9，999円世帯世帯世帯増額�G10，000円〜49，999円世帯世帯世帯�H50．000円〜99，999円世帯世帯世帯10　10万円以上世轡世轡世惜1　10万円以上1世帯一120，300円1世帯一120，900円1世帯司19，400円�A50，000円〜99，999円1世帯一53，700円2世帯一54，500円世帯減額�B10，000円〜49，999円212世帯一16，280円252世帯一16，309円153世帯一16」30円�C5，000円〜9，999円488世帯一7，258円733世帯一7，091円387世帯一6，856円�D　1円〜4，999円1，153世帯一2，664円867世帯一2，552円1β10世帯一1，823円1円〜33万円�E　1円〜4，999円世帯世帯世帯75，000円〜9，999円世帯世帯世帯増額810，000円〜49，999円世帯世帯世帯�H50，000円〜99，999円世帯世帯世帯10　10万円以上世轡世廿世●1　10万円以上世帯世帯世帯�A50，000円〜99，999円5世帯一64，700円8世帯『−61，325円6世帯一61，800円減額�B10，000円〜49，999円927世帯一16，061円f，487世帯一15，599円1，266世帯一15，189円�C5，000円〜9，999円1，248世帯．−7，584円11524世帯一7．265円1248世帯−7，264円�D　1円〜4，999円1，642世帯一2，837円1ρ61世帯一2，866円1，558世帯一2，322円〜100万円�E　1円〜4，999円249世帯1，306円3世帯867円世帯�F5，000円〜9，999円世帯世帯世帯増額�G10ρ00円〜49，999円世帯世帯世帯�H50，000円〜991999円世帯世帯世帯10　10万円以上　・世轡轡世轡1　10万円以上2世帯一115，500円2世帯一120，900円2世帯一123，550円�A50，000円〜99，999円23世帯一6t674円33世帯一62．279円34世帯一63，538円減額�B10，000円〜49，999円2，878世帯一16，656円3，393世帯一20，016円4，011世帯一20，003円�C5，000円〜9，999円647世帯一7β71円1，412世帯一7，718円865世帯一8，233円�D　1円〜4，999円1β59世帯一2，663円323世帯一2，029円826世帯一1，460円〜200万円�E　1円〜4999円341世帯3，092円508世帯2200円世帯�F5ρ00円〜9，999円388世帯7，342円50世帯5，608円世帯増額�G0，000円〜49，999円96世帯で1，163円世帯世帯�H50，000円〜99，999円世帯世帯世帯10　10万円以上世世世轡世轡1　10万円以上2世帯一105，400円3世帯一108，933円3世帯一114，933円�A50，000円〜99，999円22世帯一60，414円44世帯一60，727円100世帯一58，605円減額�B0，000円〜49，999円1，715世帯一18，357円2ρ15世帯一23，8て4円2，520世帯一26，558円�C5，000円〜9，999円218世帯一7，728円483世帯一7，816円108世帯一7，916円�D　1円〜4，999円445世帯吋，729円136世帯一3，011円334世帯一1，546円�E　1円〜41999円208世帯11837円66世帯2．858円世帯〜300万円h�F5，000円〜9，999円90世帯7，574円247世帯7，497円世帯増額�G10，000円〜49，999円352世帯15，486円70世帯”，287円世帯�H50，000円〜99，999円世帯世帯世帯1　10万円以上世轡世轡世轡1　拍万円以上2世帯一117，950円3世帯一122，467円3世帯一137，700円�A50，000円〜99，999円19世帯一61．695円47世帯一一62，700円115世帯一62，591円減額�B10，000円〜49，999円604世帯一19，091円801世帯一24，569円979世帯一31，315円�C5，000円〜9，999円126世帯一8，517円130世帯一8，222円58世帯一8」60円�D　1円〜4，999円97世帯一2，018円59世帯一2，308円123世帯一1，754円〜400万円�E　1円〜4，999円128世帯1，980円79世帯2，268円世帯�F5，000円〜9，999円68世帯7，678円29世帯8，166円世帯増額�G10ρ00円〜49，999円232世帯20，072円129世帯14，474円世帯�H50，000円〜99，999円世帯世帯世帯10　10万円以上世轡世轡世轡1　10万円以上1世帯一157，800円1世帯一171，000円3世帯司37，500円�A50，000円〜99，999円11世帯一62，391円38世帯一6t529円126世帯一62，490円減額�B10，000円〜49，999円220世帯一21，565円354世帯一25，563円386世帯一34，259円�C5，000円〜9，999円96世帯一8，170円48世帯一7、646円17世帯一7，700円�D　1円〜4，999円44世帯一2，577円24世帯一3，188円48世帯一t871円〜500万円�E　1円〜4．999円44世帯3，0f8円拍世帯2，780円世帯�F5，000円〜9，999円36世帯7，228円32世帯8」47円世帯増額�G10COO円〜49，999円127世帯25，879円73世帯18，807円世帯�H50，000円〜99，999円世帯世帯世帯10　10万円以上世轡惜世轡《資料3》ケース5ケース8ケース11所　　層増減区分平均額世平均額平均�@　10万円以上1世帯一104．200円2世帯一115，500円8世帯一121，975円�A50，000円〜99．999円12世帯一68，550円15世帯一76，247円93世帯一601957円減額�B10，000円〜49，999円67世帯一19，567円164世帯一24，613円165世帯一33，255円�C5，000円〜9，999円51世帯一7，639円24世帯一8，575円8世帯一7，538円�D　1円〜4，999円18世帯一3，022円9世帯一3，211円9世帯一2，356円〜600万円�E　1円〜4，999円27世帯2，693円18世帯2．844円世帯�F5，000円〜9，999円29世帯7，003円12世帯7，400円世帯増額�G10，000円〜49，999円78世帯27，065円39世帯19，623円世帯�H50，000円〜99，999円世帯世帯世帯10　10万円以上世轡世轡世轡1　10万円以上世帯世帯2世帯一103，700円�A50，000円〜99，999円2世帯一55，550円19世帯一57，7f1円96世帯一69，149円減額�B10，000円〜49，999円62世帯一24．574円98世帯一28，642円78世帯一30．755円�C5．000円〜9，999円21世帯一7．705円8世帯一7，638円4世帯一7，850円�D　1円〜4，999円14世帯一2，671円15世帯一2．807円8世帯一2，888円〜700万円�E　1円〜4，999円13世帯2，515円10世帯2，890円世帯�F5，000円〜9，999円7世帯7，557円2世帯8，350円世帯増額�G10，000円〜49，999円58世帯26，550円35世帯23，920円世帯�H50，000円〜99，999円10世帯53，090円世帯世帯10　10万円以上世轡世轡世轡1　10万円以上世帯世帯世帯�A50，000円〜99，999円世帯世帯35世帯一61，226円減額�B10．000円〜49，999円6世帯一13，800円35世帯一23，329円へ67世帯一30，970円�C5ρ00円〜9，999円9世帯一8」44円12世帯一7，083円4世帯一8，050円�D　1円〜4，999円8世帯一2．425円・11世帯一2，864円4世帯一2」25円〜800万円�E　1円〜4，999円7世帯2，100円7世帯3，371円2世帯2，000円�F5，000円〜9，999円5世帯7，120円9世帯7，489円1世帯9，900円増額�G10，000円〜49，999円64世帯27，511円38世帯24，353円1世帯10，700円�H50，000円〜99，999円15世帯601980円2世帯51，600円世帯10　10万円以上世廿‘　　世轡世轡�@　佃万円以上世帯世帯世帯�A50，000円〜99，999円世帯’世帯’2世帯一56，900円減額�B10，000円〜49，999円1世帯ヰ8，100円，　2世帯一26，400円29世帯一23．514円�C5，000円〜9，999円世帯世帯7世帯一7」43円�D　1円〜4，999円世帯1世帯一1，900円12世帯一2，767円〜900万円�E　1円〜4，999円世帯1　4世帯4，025円8世帯2，575円�F5，000円〜9，999円1世帯5」00円1　1世帯10，000円10世帯8，110円増額�G10ρ00円〜49，999円23世帯36，430円‘　48世帯33，973円20世帯22，855円�H50，000円〜99，999円’　63世帯65，773円！　32世帯60，700円世帯10　10万円以上世轡‘　　世帯世轡1　10万円以上世帯世帯世帯�A501000円〜99，999円世帯世帯世帯減額�B10，000円〜49，999円世帯1　　世帯世帯�C5，000円〜9，999円世帯1　　世帯世帯�D　　1円〜4，999円世帯｝　　世帯世帯�E　1円〜41999円世帯，　　世帯世帯〜1000万円　　　’�F5，000円〜9，999円世帯世帯5世帯7，780円増額�G10，000円〜49，999円18世帯43，711円｛　18世帯43，711円37世帯28，008円�H50，000円〜99，999円32世帯63，978円32世帯631650円8世帯61，925円10　10万円以上世轡1　　世轡世轡1　拍万円以上世帯、　　世帯世帯�A50，000円〜99，999円世帯世帯世帯減額�B10000円〜49，999円世帯｛　世帯世帯�C5，000円〜9，999円世帯世帯世帯�D　1円〜4，999円世帯‘　　世帯世帯1000万円　以上�E　1円〜4，999円世帯世帯世帯�F5，000円〜9，999円世帯世帯世帯増額�G10ρ00円〜49，999円205世帯40，041円205世帯39，984円205世帯39，879円�H50，000円〜99，999円31世帯66，068円31世帯66，032円31世帯65，787円10　10万円以上世廿世轡世廿14ケース11のモデルケース（現行の保険料と比較して最も下がる世帯、最も上がる世帯）《資料4−1》�@現行と比較し保険料が最も下がる世帯（固定資産あり）A：医療分、B支援分C：介護分国保料A：医療分’B：支援分C：介護分世帯所得額世帯人数世帯数資産額世帯所得額世帯人数医療分支援分介護分合計額盲現行との差1所得割均等割平等割資産割所得割均等割所得割均等割現行’3278，567円6人1世帯5，514，600円2，298，000円2人540ρ00円120，300円58，800円，719100円一7」6％26，200円25，000円5．00％1．84％10，000円輻50％12，200円ケース刊3，278，567円6人1世帯5，514，600円2，298，000円2人2981300円160，900円78，000円537，200円、デで81900円5．50％14，000円34，000円0．00％2．75％11，800円2．24％131300円モデルケースの構成世帯加入者名続柄年齢介護保険平成28年中の所得国保課税標準額A世帯主701，184，567円854，567円B妻704｛6，000円86，000円C子44有2，628，000円2，298，000円D子の妻40有370，000円40，000円E子の子f20円0円F子の子90円0円合計6人2人4，598，567円3，278，567円�A現行と比較し保険料が最も下がる世帯（固定資産なし）A：医療分、B支援分C：介護分国保料A：医療分B：支援分C：介護分世帯所得額世帯人数世帯数資産額世帯所得額世帯人数医療分支援分介護分合計額現行との差所得割均等割平等割資産割所得割　均等割所得割均等割現行2，801，643円5人1世帯0円0円1人356，500円101，500円12，200円470200円　　一7．16％261200円25，000円5．00％t84％10，000円輻50％12，200円ケース112，801，643円5人1世帯0円0円1人258ρ00円136，000円13，300円．407300円．・≡62900円5．50％14，000円34，000円0．00％275％11，800円2．24％131300円モデルケースの構成世帯加入者名　　．続柄年齢介護保険平成28年中の所得国保課税標準額A子672，190」00円1，860，100円・B子の妻62有0円0円C子の子290円．　　　　　　　0円D子の子26935，620円、　　　　　　605，620円E子の子22665，923円335．923円合計5人1人3，791，643円2，801，643円eノ　　　　　　　　　　　　　　　‘弁、　　　　　　　　即も　　　　　　　　　　●昌叩A：医療分、B支援分C：介護分国保料A：医療分B1：支援分C：介護分世帯所得額世帯人数世帯数資産額世帯所得額世帯人数医療分支援分介護分合計額現行との差所得割均等割平等割資産割所得割均等割所得割均等割現行9，817，328円7人1世帯608，880円6，000，000円2人540，000円190．000円114，400円「844400円：　一7．16％26，200円25，000円5．00％1．84％　；10，000円1．50％12，200円ケース119，8171328円7人1世帯608，880円6，000，000円2人580，000円190，000円160，000円、93000唄己85、600円5．50％14，000円34，000円0．00％2．75％11，800円2．24％13，300円�B現行と比較し保険料が最も上がる世帯モデルケースの構成世帯加入者名続柄年齢介護保険平成28年中の所得国保課税標準額A世帯主703，397，328円3，067，328円B妻69丁．080，000円750，000円C子43有4，740，000円4，410，000円D子の妻42有1，920，000円1，590，000円E子の子100円0円F子の子70円0円G子の子20円0円合計7人2人11，137，328円9．817，328円15ケース11のモデルケース（現行の保険料と比較して平均的な世帯）《資料4−2》平均的な世帯（1人加入）A：医療分、B支援分C：介護分国保料A：医療分B：支援分C：介護分世帯所得額世帯人数世帯数資産額世帯所得額世帯人数医療分支援分介護分合一十額’現行との差所得割均等割平等割資産割所得割均等割所得割均等割現行233，875円1人泄帯42，400円0円0人44，400円9，300円0円53700円一7．16％13，100円12，500円5．00％t84％5，000円輻50％6，100円ケース11233，875円1人1世帯42，400円0円0人36，800円12，300円0円49mO円一4600円5．50％7，000円17，000円0．00％2．75％5，900円2．24％6，650円モデルケースの構成世帯加入者名続柄年齢介護保険平成28年中の所得国保課税標準額A世帯主72563，875円233，875円合計1人0人563，875円233，875円平均的な世帯（2人加入）A：医療分、B支援分Cl介護分国保料A：医療分B：支援分C：介護分世帯所得額世帯人数世帯数資産額世帯所得額世帯人数医療分支援分介護分合�k額現行との差所得割均等割平等割資産割所得割均等割所得割均等割現行676，390円2人1世帯27，300円0円0人88，400円22，400円0円110800円二7．16％13」00円12，500円5．00％1．84％5，000円1．50％6，100円ケース11676，390円2人1世帯27，300円0円0人68，200円30，400円0円98600円≡］2；200円5．50％71000円17，000円0．00％2．75％5，900円2．24％6，650円モデルケースの構成世帯加入者名続柄年齢介護保険平成28年中の所得国保課税標準額A’世帯主721，006，390円676，390円B妻690円0円合計1人0人1，006，390円676．390円平均的な世帯（3人加入）A：医療分、B支援分C：介護分国保料A：医療分B：支援分」C：介護分世帯所得額世帯人数世帯数資産額世帯所得額世帯人数医療分支援分介護分合計額現行とめ差所得割均等割平等割資産割所得割均等割所得割均等割現行1，854，567円3人1世帯28，800円1，511，600円2人237，800円64．100円47，000円348900円一1　ド7．16％26，200円25，000円5．00％t84％10，000円1．50％12，200円ケースH1，854，567円3人1世帯28，800円1，511，600円2人178，000円86，400円60．400円　ぺ凡滋800円一24100円5．50％14，000円34，000円0．00％2．75％11β00円2．24％13，300円モデルケースの構成世帯！加入者名続柄年齢介護保険平成28年中の所得国保課税標準額A世帯主52有0円0円B妻49有1，841，600円1511，600円’C子24672，967円342，967円合計3人2人2，514，567円1，854，567円1��

